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〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

成果
指標

植栽管理を実施し
ている数

か所 276 273 269

総経費 千円 61,512 63,277 65,213 ―

（上記のうち、人件費） 千円 8,800 8,800 8,800 ―

成果
指標

各種助成延べ利
用者数

人 52 59 60

施策名： ふるさとのみどりを保全し、新たなみどりをつくる

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号：

評　価
前
年
度
改
善
案
の

達
成
状
況

事
業
の
方
向
性

協
　
働

成果指標   ・　経費　 単位

事
業
区
分

実
施
体
制

担
当
課

1 Ａ
施設緑化事
務（公共施
設）

公共施設の緑化を推進
するため

Ａ Ｂ Ａ Ａ Ａ Ｂ

み
ど
り
推
進
課経

費

Ａ

①各施設ごとに適正に樹木等の管理を実
施した。
②各施設の植栽管理作業については委
託化し、効率的に実施した。
③公共施設は多くの区民が利用する場所
であり、適正な植栽管理の必要性が高
い。
④定期的に管理を行うことで、各施設の
植栽は良好な状態に保たれている。

Ａ

①植栽管理の体制の見
直しを検討する。
②各施設の植栽の状況
により、健全な樹木の維
持管理を行うための仕組
みを検討する。

Ａ Ａ Ａ Ａ
施工技術の進歩に合っ
た助成条件の再検討を
行う

Ｂ

み
ど
り
推

Ａ Ａ

①目標を上まわる申請数となった。
②緑化と防災（生け垣化による防火）または節
電（屋上緑化・壁面緑化による室内温度の上
昇防止）の機能を同時に満たせる助成金であ
り、効率性は高い。
③事業の目的は緑化であるが、防災の観点

Ａ2 ＡＢ
施設緑化事
務（民間施
設）

みどり豊かで潤いのある
街並みを形成するため

総経費 千円 13,464 13,090 13,925 ―

（上記のうち、人件費） 千円 4,000 4,000 4,000 ―

成果
指標

樹林地の所有者
への制度の紹介

件 1 2

総経費 千円 4,528 1,600 1,600 ―

（上記のうち、人件費） 千円 800 1,600 1,600 ―

行う。
推
進
課

③事業の目的は緑化であるが、防災の観点
からもブロック塀等既存塀を撤去しての生け
垣化は有効と考えられ、必要性は高い。
④長期計画やみどり30推進計画の達成に向
け、助成事業は良好に進んでいる。

経
費

3 ＡＢ

保護樹木等
の調査およ
び管理事務
（緑地の保
全）

区内に残された貴重な
樹林地を現状凍結的に
保全し、後世にみどりを
継承するため

経
費

設）
街並みを形成するため

制度のPRを良質な樹林
地の所有者に対して行
う。
新たな候補地の検討を
行う。

ＢＡ Ａ Ａ Ａ

み
ど
り
推
進
課

Ａ Ａ

①貴重な樹林地が保全できている。
②所有者より買い取りの申出があった場合
は、自治体は買い取る義務があるが、買い取
りまでの間は財政負担なしで保全できる。
③固定資産税・相続税の減免、自治体による
買い取り義務等、所有者にもメリットが大きく、
樹林地の保全に有効な制度である。
④貴重な樹林地を現状凍結的に保全できて
いる。

Ｂ
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〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

施策名： ふるさとのみどりを保全し、新たなみどりをつくる

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号：

評　価
前
年
度
改
善
案
の

達
成
状
況

事
業
の
方
向
性

協
　
働

成果指標   ・　経費　 単位

事
業
区
分

実
施
体
制

担
当
課

成果
指標 保護樹木指定数 本 34 3 25

総経費 千円 39,256 32,349 39,936 ―

（上記のうち、人件費） 千円 4,800 2,400 4,000 ―

区立公園等の新

Ｂ

①樹木の健康状態や立地条件などを慎重に
審査しているため、新規指定数は下がった
が、区報に記事を掲載しPRを行い、新規指定
に関する相談が多数寄せられている。
②相続の発生、樹木の成長にともなう剪定費
用の高額化、越境枝や落ち葉等による近隣ト
ラブル等が生じることが多く、保護樹木の指定
解除の申請が多く、慎重な審査を要するため
効率性が低い。
③みどりには気温を下げる効果があり、地球
温暖化がさけばれる現在、重要性は高い。
④保護樹木として指定し、保全すべき樹木で
あるかどうかの、基準の見直しが必要である。

ＢＡ Ｂ Ｃ Ｂ Ａ

経
費

4 Ａ

保護樹木等
の調査およ
び管理事務
（保護樹木
の管理）

貴重なみどりを保護する
とともに、みどりを守り育
てることを目的とする。

①保護樹木・樹林の指定
基準の見直し
②保護樹木・樹林の現場
確認の強化
③保護樹木・樹林所有者
への公的支援の充実
等、制度の見直しを含め
た保全方針の検討

Ｂ

①遅延していた事業も含めて達成している

Ａ

み
ど
り
推
進
課

成果
指標

規整備面積（１公
園新設事務による
もの）（目標数値は
長期計画による）

㎡ 5,519 27,532 15,000 1,700

総経費 千円 8,786,202 5,202,653 5,264,575 ―

（上記のうち、人件費） 千円 42,400 45,600 41,600 ―

5 ＡＢＣ
公園新設事
務

みどりと水の拠点となる
新しい公園等を整備し、
みどりと水のネットワー
クの構築を推進するた
め

Ａ

経
費

Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ

①遅延していた事業も含めて達成している。
②委託化を実施している。また、国庫補助など
の制度を 大限活用している。
③みどり30推進計画に基づき、公園の整備お
よび民有地の樹林地の公有地化を図ってい
る。
④遅延していた事業も含め達成しており、特に
大規模公園の整備を着実に進めることで、災
害に強いまちづくりも進んでいる。

Ａ

①適正工期がとれるよ
う、適切な時期に発注す
る。
②整備内容について区
民意見を聞く機会を設
け、区民がより満足する
公園づくりを行う。

Ｂ
計
画
課



412 】

〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

成果
指標

練馬みどりの葉っ
ぴい基金積立額
(毎年度）

千円 213,342 20,139 88,800

総経費 千円 232,911 35,202 132,827 ―

（上記のうち、人件費） 千円 7,200 7,200 7,200 ―

成果
指標

緑化協力員の活
動回数

回 172 180 106

施策名： みどりを愛しはぐくむ活動を広げる

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号：

評　価
前
年
度
改
善
案
の

達
成
状
況

事
業
の
方
向
性

協
　
働

成果指標   ・　経費　 単位

事
業
区
分

実
施
体
制

担
当
課

1 Ａ

緑化推進啓
発事務
（葉っぴい
基金・みど
りの機構）

区民・事業者・区がパー
トナーシップを組み、練
馬のみどりを守り育てて
いくため

Ａ Ａ Ｃ Ａ Ａ Ｂ Ａ

み
ど
り
推
進
課経

費

Ａ

①年度によって差は大きいが積立額の累
計は年々増加している。
②イベント等を通じて、基金の周知と募金
活動を効果的に行っている。
③練馬のみどりを守り育てていくために、
区と区民が協働で意識を高めていく必要
がある。
④基金の認知度が高まり、積立額累計も
年々増加している。

Ａ

引き続き基金の拡大と緑
化意識の向上を図るた
め、新たなＰＲおよび募
金方法を検討する。

2 Ａ
緑化委員会
等事務（緑
化協力員）

緑化協力員が相互の協
力により、自主的かつ実
践的な緑化活動を行え

Ａ

み
ど
り
推

Ａ Ａ

①当初目標を上回る、活発な活動が行わ
れている。
②緑化協力員の自主的な活動で、緑化啓
発活動を行っている。
③地域に密着した緑化活動が主であり、
イベ ト等 般区民 緑化施策 普

Ａ

区で推進している他の緑
化協働活動（駅からはじ
まる花いっぱい運動、自
主管理花壇委員会等）や
練馬 どり 機構が行

ＢＡ Ａ Ａ Ａ

総経費 千円 10,263 10,133 12,209 ―

（上記のうち、人件費） 千円 7,200 7,200 8,000 ―

成果
指標

収集した落ち葉の
腐葉土化率

％ 100 100 100

総経費 千円 9,988 10,344 10,313 ―

（上記のうち、人件費） 千円 800 800 800 ―

化協力員）
践的な緑化活動を行え
るようにするため

推
進
課

イベント等で一般区民への緑化施策の普
及もされているため、必要性は高い。
④みどりに係る活動へ積極的に参加して
おり、事業は良好に進んでいる。

経
費

練馬みどりの機構が行っ
ている協働事業との整理
や統合を検討する。

Ａ

み
ど
り
推
進
課経

費

Ｂ Ａ ＢＢ Ａ Ｂ

①収集した落ち葉をすべて腐葉土にした。
②当初見込んでいた落ち葉の量を、収集出来
なかったため、１㎥あたりのコストが高くなって
しまった。
③区内樹林等より発生する落ち葉を資源化す
るため、環境に配慮した取り組みとして、必要
性は高い。
④今までに作られた腐葉土の活用方法の拡
大、品質などの向上に努める必要がある。

Ｂ
①腐葉土の活用方法の
検討
②腐葉土の品質向上

Ａ3 ＡＢ

保護樹木等
の調査およ
び管理事務
（落ち葉のリ
サイクル）

  みどり資源を活用する
ため
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〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

成果
指標

環境指標の状況
に関する調査結果
において、評価分
類がAまたはBの
指標の数※達成
率90％以上で目標
達成とする。

指標数 19 20 21

総経費 千円 11,623 11,464 8,000 ―

（上記のうち、人件費） 千円 8,000 8,000 8,000 ―

①国や東京との動向を含むカーボン・オフセッ
ト 現状を把握し 練馬区 カ ボ オ

環
境
課

経
費

担
当
課

1 Ａ

環境教育・
啓発事務
（環境基本
計画の策定
および進捗
管理）

環境基本計画の策定に
より、区の環境の保全に
関する施策の総合的か
つ計画的な推進を図る。
また、策定した計画の進
捗状況を把握し、現行計
画に定める環境施策の
方向および推進・検討す
る事業の実行性を高
め、効果的、効率的な計
画運営を図るため。

Ａ Ｂ Ａ ＡＡ Ａ

事
業
区
分

実
施
体
制

評　価

Ｂ

①長期計画や環境行政を取り巻く状況の変化
に対応した「練馬区環境基本計画2011」の策
定が終了した。
②環境指標の状況に関する調査結果におい
て、評価分類がAまたはBの指標数（平成21年
度実績）が９０％を超え達成している。
③区の環境保全に関する総合的な計画を定
め、その計画の進捗状況を環境指標により把
握することは、当区における環境の状況や環
境施策の実施状況を客観的に示す方法であ
り、その必要性が高い。
④環境基本計画の進捗管理の方法として、環
境指標を用いた評価は有効である。

Ａ
　「練馬区環境基本計画
2011」の策定を受け、計
画の進捗管理を行う。

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号： 施策名： 区民・事業者による身近なところからの地球温暖化防止を促進する

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的
協
　
働

成果指標   ・　経費　 単位

前
年
度
改
善
案
の

達
成
状
況

事
業
の
方
向
性

成果
指標

制度創設の進捗
状況

調査・検討 制度設計

総経費 千円 ― 2,826 6,838 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 1,600 1,600 ―

Ａ

行政のスリム化や専門
的知見が必要なことか
ら、制度設計にかかる検
討を専門事業者に委託し
て検討を進める。

Ａ

トの現状を把握し、練馬区でのカーボン・オフ
セットの可能性を調査するなど、制度設計に
向けた検討が進んだ。
②専門の調査機関等と検討を行い、全国的な
情報を基に調査を進めているため効率性は高
い。
③練馬区から排出される温室効果ガスは増加
傾向にあり、その65％を占める民生部門を中
心に、今後も排出量の増加が予測されてい
る。区の温室効果ガス排出量を削減する仕組
みとして、当区の特徴を活かした、区独自の
カーボン・オフセット制度を創設する必要があ
る。
④区民の環境意

Ｂ
環
境
課

経
費

Ａ2 ＡＢ

地球温暖化
対策推進事
務（（仮称）
練馬区版
カーボン・オ
フセット制度
の創設）

温室効果ガス排出量を
削減する仕組みとして、
当区の特徴を活かした、
区独自のカーボン・オフ
セット制度を創設するた
め

Ａ Ａ Ａ



421 】
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①
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③
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④
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合
評
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内　　容 取　組　内　容

担
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区
分

実
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評　価

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号： 施策名： 区民・事業者による身近なところからの地球温暖化防止を促進する

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的
協
　
働

成果指標   ・　経費　 単位

前
年
度
改
善
案
の

達
成
状
況

事
業
の
方
向
性

成果
指標

地球温暖化対策
住宅用設備設置
補助件数

件 539 773 557 557

総経費 千円 28,935 40,767 47,235 ―

（上記のうち、人件費） 千円 4,000 8,000 3,200 ―

①地域協議会が設立され 区民・事業者を中

経
費

Ａ Ａ ＢＡ Ａ
環
境
課

受付申請時期を3期に分
け、公平性を向上させる
ために、全て抽選で補助
金交付者を決定する。ま
た、より多くの申請者に
補助金を交付するため、
複数の設備を設置して
も、世帯（事業所）で１申
請に限定することとす
る。

①当補助制度の周知が図られ、対象世帯（事
業所）からの申請が多く行われ、目標件数を
達成している。
②本補助制度は、区民の自主的な二酸化炭
素排出量削減への行動を支援できることから
効率的である。
③現在の補助対象設備（太陽光発電設備等）
は高額であるため、使用者拡大のために設置
経費の補助が必要である。
④本補助制度は家庭から排出される二酸化
炭素削減のために、効率的かつ効果的な補
助制度であり、区民のニーズをとらえ良好に
進んでいる。

Ａ3 ＡＢ

地球温暖化
対策推進事
務（住宅・事
業所の地球
温暖化対策
設備設置補
助）

地球温暖化対策の推進
および区民の環境意識
の高揚を図る

Ａ Ａ

成果
指標

協議会事業への
参加者数

名 1,588 1,700 2,000

総経費 千円 0 17,147 32,508 ―

（上記のうち、人件費） 千円 0 4,000 4,000 ―

①地域協議会が設立され、区民 事業者を中
心とした地球温暖化対策の事業が実施されて
いる。
②事業の実施にあたり、地球温暖化対策の推
進者である区民・事業者・区が協議し事業実
施するため、区が単独で実施するより効率的
である。
③練馬区地球温暖化対策地域推進計画によ
る短期的目標（平成24年度までに温室効果ガ
スを平成12年度比で８％削減）等を達成する
ために必要である。
④地域協議会を支援することは、家庭や事業
所から排出される温室効果ガス削減のため
に、効率的かつ効果的な事務事業であり、区
民のニーズをとらえ良好に進んでいる。

Ｃ

会議の検討内容を見直
し、効率的な時期に開催
することで、会議回数を
減少する。

4 ＡＣ

地球温暖化
対策推進事
務（地球温
暖化対策地
域協議会支
援）

練馬区地球温暖化対策
地域協議会は、区民、
事業者、練馬区等が、
相互に連携して日常生
活に起因する温室効果
ガスの排出量の抑制を
図る団体で、地域におけ
る地球温暖化対策の推
進を図る

環
境
課

経
費

Ａ Ａ Ａ Ａ ＡＡＡ
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〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

成果
指標

環境影響評価図
書縦覧・閲覧業務
の実施回数目標・
達成率設定なし
(法・都条例の手続
きに応じて事務を
行うため）

回 3 1

総経費 千円 12,000 6,400 6,400 ―

（上記のうち、人件費） 千円 12,000 6,400 6,400 ―

施策名： まちづくりで環境に配慮する

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号：

評　価
前
年
度
改
善
案
の

達
成
状
況

事
業
の
方
向
性

協
　
働

成果指標   ・　経費　 単位

事
業
区
分

実
施
体
制

担
当
課

1 Ａ
公害対策事
務（環境配
慮）

大規模事業の実施に伴
う環境への著しい影響
の発生を未然に防止す
るため

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ
環
境
課

経
費

Ａ

①環境影響評価制度については、縦覧だ
けではなく、閲覧場所を複数設け、区民に
対して利便性の高い事業の執行が達成で
きた。
②閲覧の案内を区報やホームページで行
い、また、閲覧の場所は区の施設を利用
することで、予算上の負担を小さくでき、効
率性が高い。
③法・都条例・区条例に定める事務であ
る。
④環境影響評価制度、まちづくり条例そ
れぞれにおいて、区民が意見を表明する
仕組みが活用されおり、制度の運用は良
好に進んでいる。

Ａ

ホームページや区報を積
極的に活用することで、
環境影響評価制度・まち
づくり条例ともに、さらに
区民の方に接しやすい
制度としていきたい。

Ｂ
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〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

成果
指標

区の事業活動によ
るCO2年間排出量

ｔ 36,432 37,636 37,215 36,087

総経費 千円 2,400 2,400 2,400 ―

環
境
課

経

Ａ

①温室効果ガス総排出量の抑制により、
区の事業活動によるCO2の年間排出量
は、ほぼ目標を達成している。
②プランの推進に取り組むため、環境マ
ネジメントシステム（EMS)を採用しており、
効率性が高い。
③温暖化防止のためには、区も事業者と
して率先して環境負荷を低減させる必要
がある。
④EMSの仕組みの中で、職員の意識改革
が図られ、環境配慮行動が仕事の中に定
着するなど、プランの運用は良好に進ん
でいる。
⑤平成22年度の達成率は、99.9%で100%
に到達していないが、近似値なので成果
をＡと判断した

Ａ

今年度から練馬区環境
マネジメントシステム（ね
りまエコプラン）へ移行と
あわせて、23～26年度を
計画期間とする練馬区
環境管理実行計画を策
定した。計画および年度
目標達成のため、部課
への取り組み支援を行
う。

Ｂ

担
当
課

1 Ａ

温暖化防止
足元からの
行動促進事
務（省エネ
ルギー・省
資源への取
組）

区の事務事業執行に伴
う温室効果ガスの排出
抑制をはじめとする環境
負荷の低減と、環境保
全のための行動を推進
するため

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

事務事業名 事務事業の目的

事
業
の
方
向
性

協
　
働

事
業
区
分

実
施
体
制

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号： 施策名： 区が率先して地球温暖化防止に取り組む

事務
事業
番号

選
定
区
分

評　価
前
年
度
改
善
案
の

達
成
状
況

成果指標   ・　経費　 単位

（上記のうち、人件費） 千円 2,400 2,400 2,400 ―
費 をＡと判断した。
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〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

成果
指標

普及啓発事業に
参加した区民の数

人 1,500 3,300 3,000 4,000

総経費 千円 24,285 24,020 55,943 ―

（上記のうち、人件費） 千円 16,800 16,800 36,800 ―

施策名： ごみの発生を抑制する

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号：

評　価
前
年
度
改
善
案
の

達
成
状
況

事
業
の
方
向
性

協
　
働

成果指標   ・　経費　 単位

事
業
区
分

実
施
体
制

担
当
課

1 Ａ

ごみ減量・
リサイクル
普及啓発事
業

循環型社会づくりを推進
し、ごみの減量やリサイ
クルの推進に関する区
民および事業者の意識
を高めるため

Ａ
Ａ
Ｂ

Ａ Ａ Ａ Ｂ

清
掃
リ
サ
イ
ク
ル
課

経
費

Ａ

①22年度から照姫まつりにも参加（出店）する
など、多くの方が来場するイベント等を通じて
啓発活動を積極的に行なった。
②清掃リサイクルに関する情報紙の全戸配布
や集客力の高いイベント等に積極的に参加し
たことで、短期間に多くの区民に普及啓発活
動を行なうことができた。
③循環型社会の形成のためには、区民一人
ひとりの取り組みが必要であり、長期的かつ
継続的な普及啓発活動は不可欠である。
④新分別変更後も積極的に啓発活動を行
なった結果、混乱を招くことなく順調に清掃リ
サイクル事業が進んでいる。

Ａ

スプレー缶・ガスライター
等の別袋回収など、今年
度からはじまる事業につ
いて
広く周知するため、清掃
事務所と啓発方法を検
討する。

①雨天および学校行事と開催日が重なったこ

成果
指標

環境月間行事来
館者数（各館2日
間開催）

人 1,217 1,206 1,350 1,800

総経費 千円 127,895 119,871 163,227 ―

（上記のうち、人件費） 千円 24,000 24,000 8,000 ―

Ｂ Ｂ Ａ2 Ａ
リサイクル
センター維
持運営事務

区民との協働によるリサ
イクルの拠点として、施
設の機能維持および各
種事業を実施し、区民の
環境に配慮した意識の
向上を図るため

環
境
部
清
掃
リ
サ
イ
ク
ル
課経

費

Ａ Ａ

①雨天および学校行事と開催日が重なったこ
とで、来館者が伸びなかった。
②区からの情報発信だけでなく、リサイクルセ
ンターからの情報発信や地域に密着した情
報、各種講座を発信している。区民は身近な
場所でリサイクルに関する情報を得ることがで
きている。
③リサイクル事業や環境教育などの拠点とし
ての事業運営のほか、区民生活に密着した区
の清掃事業の普及啓発拠点としての役割も果
たしている。
④行政に関する情報発信だけでなく、区民が
必要としているリサイクルに関する身近な情
報も提供されている。

Ａ

環境やエコロジー生活に
関する新講座を開催する
など、環境に関する講座
の充実を図る。
また、在勤者を対象にし
た夜間講座を実施する。

ＡＡ
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〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

成果
指標

ごみと資源を合わ
せた総量に対する
資源の割合｛回収
資源量/（ごみの総
量＋回収資源
量）｝

％ 23.9 24.0 25.6 27.3

総経費 千円 2,343,944 2,385,626 2,924,949 ―

（上記のうち、人件費） 千円 74,400 74,400 66,400 ―

施策名： リサイクルを進める

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号：

評　価
前
年
度
改
善
案
の

達
成
状
況

事
業
の
方
向
性

協
　
働

成果指標   ・　経費　 単位

事
業
区
分

実
施
体
制

担
当
課

1 Ａ
リサイクル
推進事務

ごみの減量とリサイクル
を推進するため

Ａ Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

清
掃
リ
サ
イ
ク
ル
課

経
費

Ａ

①目標である２５％には１％届かなかったが
着実にごみ量に対する資源量の割合が増加
している。
②ごみの量が毎年減少するなかで、資源回収
量が毎年着実に増えて、有効に資源化されて
いる。
③ 区民のリサイクル意識の向上や 終処分
場の延命に応えるためには、資源回収のため
の方策を多様化することにより、できるだけ
「ごみ」にならないようにする必要がある。
④区民が身近なところでリサイクルに参加でき
る環境を整えている。また、区民が自主的に
回収する集団回収の実績が伸びており、効果
的に事業が運営されている。

Ａ

・日々の排出量が多い街
区路線回収の回収場所
は集積所に近い回収場
所の増設が求められて
いるので、更なる増設に
努める。
・集団回収事業の登録団
体数および回収量の増
を図るため、事業の積極
的なPＲに努める。

清①平成21年10月に着工し 平成22年10月
成果
指標

工事（建築）の進
捗状況

％ 30.0 100

総経費 千円 297,319 337,722 0 ―

（上記のうち、人件費） 千円 1,600 1,600 0 ―

Ａ Ａ Ａ2 ＡＣ

練馬区資源
循環セン
ター整備事
務

練馬区における資源循
環施設の拠点を整備し
ていくため

清
掃
リ
サ
イ
ク
ル
課

経
費

Ａ Ａ

①平成21年10月に着工し、平成22年10月
に竣工した。
②施工監理において、工期が遅れること
ないように効率的に行われていた。
③練馬区の資源循環施策の拠点となるた
め、その必要性は高い。
④平成22年11月に開設することができ
た。

Ａ ＦＡ



426 】

〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

成果
指標

収集作業の達成
割合（収集完了数
／収集箇所数）

％ 100 100 100

総経費 千円 1,444,972 1,259,976 1,244,191 ―

（上記のうち、人件費） 千円 1,425,600 1,242,400 1,220,800 ―

イベント参加数の

練
馬

①各種イベントの参加により、多くの区民へご
みの減量やリサイクルの大切さなどを訴える
ことができた。

1 Ａ
収集作業運
搬事務（収
集作業）

ごみ等を適正に処理し、
生活環境を清潔に保つ
ため

Ａ Ｂ

経
費

Ｂ

①集積所からのごみ等収集、戸別訪問収集
のほか、動物死体処理など臨時的な　処理依
頼についても、日々確実に収集を完了してい
る。
②ごみ種によって、必要 低限の収集回数を
設定するとともに、収集コース策定の際は職
員数・清掃車両数および処理施設の位置関
係等も勘案し、 も効率的に作業できるコース
を設定している。
③生活環境の保全と公衆衛生の向上のた
め、不可欠な事業である。
④収集が必要な場合において、取り残すこと
なく、すべてのごみ種を処理できているため。

Ａ

平成２３年４月より、紙
パックの集積所での回収
を実施した。また、同６月
よりスプレー缶等の別袋
回収を実施し、車両火災
を未然に防止する。

担
当
課

清
掃
リ
サ
イ
ク
ル
課

、
練
馬
・
石
神
井
清
掃
事
務
所

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的

Ａ Ａ

事
業
区
分

実
施
体
制

評　価

Ａ Ａ

協
　
働

成果指標   ・　経費　 単位

前
年
度
改
善
案
の

達
成
状
況

事
業
の
方
向
性

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号： 施策名： ごみの適正処理を進める

事務
事業
番号

成果
指標

イベント参加数の
割合（イベント参加
数／イベント参加
目標数）

件 14 14 15

総経費 千円 169,092 184,737 171,150 ―

（上記のうち、人件費） 千円 168,000 184,000 160,000 ―

ＡＡ Ａ

・
石
神
井
清
掃
事
務
所

経
費

Ａ Ａ

ことができた。
②イベントへ参加し、環境に対する啓発をする
ことで環境保全に対する理解を深め、また子
供の参加を通して家族への啓発も期待され
る。
③環境問題の重要性を自覚してもらうことは
大事なことであり、できるだけ多くの場所で行
なうことは意義のあることである。
④今後も各種イベントへ参加できるよう効率
性を考慮しながら、今後より一層の内容や対
象の充実を図る。

Ａ
区立小学校の全校と区
立保育園の全園実施を
目指す。

2 Ａ
清掃作業運
営事務（学
習啓発）

ごみの減量や正しい排
出方法、リサイクルへの
一層の理解･関心を深
め、協力を得るため

Ａ Ａ
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〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

成果
指標

有効測定時間（年間
6000時間以上）の達
成度(硫黄酸化物、
二酸化窒素、浮遊粒
子状物質に適用され
る）

時間 8,532 8,240 6,000 6,000

総経費 千円 30,612 7,864 34,457 ―

（上記のうち、人件費） 千円 5,600 4,800 5,600 ―

成果
指標

有効測定時間（年間
6000時間以上）の達
成度(硫黄酸化物、
二酸化窒素、浮遊粒
子状物質に適用され
る）

時間 8,532 8,094 6,000 6,000
環
境

前年度の測定結果を引
き続きホームページによ ＢＢ Ａ Ａ

①年間6000時間以上の測定を達成した。
②調査は委託としていることと、電話回線
使用による遠隔監視によって業務の効率
性は高い。
③練馬区の環境に関するデータを取るた ＡＡ Ａ2 Ａ

公害対策事
務（自動車
交通公害問 Ａ

沿道の大気環境を常時
監視し、地域環境の保

げ

Ｂ
環
境
課

経
費

Ａ

①大気汚染常時監視態勢については、国が
定める基準より高い有効測定率を達成した。
②調査は委託としていることと、電話回線使用
による遠隔監視によって業務の効率性は高
い。
③練馬区の環境に関するデータを取るため必
要性は高い。
④統計資料は迅速に開示することで区民の関
心に応えられており、監視およびデータの開
示は良好に進んでいる。

Ａ Ａ Ａ
老朽化による石神井西
小学校測定室の建替え
を行う。

事
業
区
分

実
施
体
制

担
当
課

Ａ

事務事業名 事務事業の目的

事
業
の
方
向
性

協
　
働

1 Ａ
公害対策事
務（監視業
務）

大気環境等の監視デー
タを活用し、地域環境の
保全・改善していくため。

Ａ Ｂ

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号： 施策名： 公害問題の解決を図り、地域環境の保全・改善を推進する

事務
事業
番号

選
定
区
分

評　価
前
年
度
改
善
案
の

達
成
状
況

成果指標   ・　経費　 単位

る）

総経費 千円 1,600 3,200 ―

（上記のうち、人件費） 千円 2,400 1,600 3,200 ―

成果
指標 苦情処理件数 件 208 147

総経費 千円 48,793 32,974 32,174 ―

（上記のうち、人件費） 千円 48,000 32,000 32,000 ―

①苦情解決にあたり、法・条例に基づく適
切な指導を達成している。
②法・条例の規制になじまない事例は、自
主解決を促しているため効率性が高い。
③寄せられた相談には騒音や振動に関
する内容が多く、迅速な対応を求められる
ため必要性が高い。
④個別に対応すべき事例には法・条例に
もとづく指導が良好に行われている。

Ａ Ａ Ａ

経
費

Ａ Ａ

境
課

き続きホ ムペ ジによ
り公表する。

Ｂ

環
境
課

ＢＡ

相談事例のうち法規制に
なじまない案件は、解決
事例を紹介するなどの助
言を行った上で、自主解
決を促す。

Ｂ Ａ Ａ

Ａ

③練馬区の環境に関するデ タを取るた
め必要性は高い。
④統計資料は迅速に開示を行うことで区
民の関心に応えられており、監視および
データの開示は良好に進んでいる。

ＡＡ Ａ

3 Ａ
公害対策事
務（問題解
決）

法・条例に定める施設
や工事に対して指導を
行い公害問題の予防に
努めつつ、区に苦情・相
談が寄せられる騒音・振
動等の問題を解決する
ため。

2 Ａ 交通公害問
題への対
応）

Ａ
全・改善につなげていく
ため。

経
費
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〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

事
業
区
分

実
施
体
制

担
当
課

事務事業名 事務事業の目的

事
業
の
方
向
性

協
　
働

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号： 施策名： 公害問題の解決を図り、地域環境の保全・改善を推進する

事務
事業
番号

選
定
区
分

評　価
前
年
度
改
善
案
の

達
成
状
況

成果指標   ・　経費　 単位

成果
指標

区民・事業者への
土壌汚染に関する
情報提供

件 1,659 1,326

総経費 千円 16,021 6,000 6,248 ―

（上記のうち、人件費） 千円 16,000 6,000 6,000 ―

成果
指標

大気汚染防止法対
象のアスベスト除去
工事立入り検査の
実施目標・達成率設
定なし（法の届出手

件 40 29

①大気汚染防止法に該当するアスベスト除去
工事に対しては全ての工事において、立ち入
り検査の実施が達成できた。
②申請に基づき検査を実施することで 効率

年度毎の特定業種の立
ち入り調査が昨年度一
巡したことから、今年度
以降の立ち入り調査のあ
り方を検討し、実施する。

Ａ Ａ

①毎年、業種を指定して立ち入り調査を行っ
ており、22年度はレンズ・精密機器・めっきの
業種について立ち入り検査の実施を達成し
た。
②　有害物質取扱い指導は、各年度において
一つの業種毎に指導し、各業態に即した指導
を行っているため、効率性は高い。
③都条例に定められた業務である。
④区民の健康被害防止のため、区独自の啓
発や立ち入り調査をそれぞれ着実に行うこと
で、指導業務は良好に進んでいる。

Ｂ
環
境
課

アスベスト除去工事費
用 調査費用の補助につ 環

ＢＡ4 Ａ

公害対策事
務（有害物
質汚染対策
業務）

産業公害の予防に努
め、土壌汚染および土
壌汚染に起因する地下
水の汚染が、人の健康
に支障を及ぼすことを防
止するため

公害対策事

アスベスト除去への助成
や、工場・指定作業場の

Ａ ＡＡ Ａ

経
費

定なし（法の届出手
続きに応じて検査を
行うため。）

総経費 千円 14,247 18,264 21,968 ―

（上記のうち、人件費） 千円 12,000 13,200 13,200 ―

Ａ Ａ

②申請に基づき検査を実施することで、効率
性は高い。
③区民の健康被害を防止するため、事前に工
事の適正な監視・指導する必要性が高い。
④アスベストに関する工事を円滑に監視・指
導しており、区民の安全を確保するための業
務が良好に進んでいる。

Ａ
用・調査費用の補助につ
いては、ホームページの
活用によりＰＲの充実を
継続する。

Ｂ
環
境
課

Ａ5 Ａ
公害対策事
務（規制業
務）

や、工場 指定作業場の
把握や建築工事の監
視・指導を行うことで、安
全で安心なまちを目指
すため

Ａ

経
費

Ａ Ａ
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〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

成果
指標

環境美化推進地区
および環境美成化
活動団体の登録世
帯数 ※目標数値に
ついては、町会・自
治会活動の推移を
踏まえ、長期計画見
直しの中で下方修正
する。

世帯 128,978 129,015 136,000 160,000

総経費 千円 24,489 19,311 19,145 ―

（上記のうち、人件費） 千円 12,000 12,000 12,000 ―

成果
歩行喫煙率（４駅） ％ 1 0 0

施策名： まちの美化を進める

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号：

評　価
前
年
度
改
善
案
の

達
成
状
況

事
業
の
方
向
性

協
　
働

成果指標   ・　経費　 単位

事
業
区
分

実
施
体
制

担
当
課

1 Ａ
環境美化事
務（まち美
化）

地域の美化活動団体を
支援し、自主的清掃活
動を活発化させるため

Ａ Ｂ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ
環
境
課

経
費

Ａ

①環境美化活動団体への登録数(世帯数）が
目標を達成し、効果があった。
②地域の美化を推進するためには、住民自ら
が自主的かつ継続性に清掃活動を行うことが
大切である。区の支援で、多くの区民が参加
しており、効率性が高い。
③区と住民との協働事業であり、必要性が高
い。
④地域の美化活動が順調に行われ、良好に
進んでいる。

Ａ

町会・自治会など美化活
動団体構成員の高齢化
により、今後大幅な世帯
数の増加は見込めない。
美化活動団体の自主的
な活動が活性化されるよ
うに、清掃用具以外の支
援も検討していく必要が
ある。

歩行喫煙やタバコのポ
イ捨てをなくし 安全で

①歩行喫煙等の防止のための啓発活動など
により、歩行喫煙率が減少し、成果をあげてい
る。
② 創 マナ ア プ指導業務に

成果
指標 歩行喫煙率（４駅） ％ 1 0 0

総経費 千円 29,940 109,776 107,927 ―

（上記のうち、人件費） 千円 16,000 16,000 12,000 ―

Ｂ Ａ Ａ2 ＡＣ
環境美化事
務（歩行喫
煙等）

イ捨てをなくし、安全で
快適な歩行空間を確保
することによって、たばこ
を吸う人も吸わない人も
快適に生活できる地域
社会を目指す。

環
境
課

経
費

Ａ Ａ

②全額補助である国の緊急雇用創出事業の
基金を活用し、区の財政負担なしで行われて
いる。
③「歩行喫煙等の防止に関する条例」施行
後、区民から実効性のある取組に対する意見
要望が寄せられ、必要性が高い。
④歩行喫煙等の防止を推進することによっ
て、環境美化活動が良好に行われている。

Ａ

マナーアップ指導業務に
ついては自転車誘導員
業務との一元化を検討
し、効率性のある事業を
推し進める。

ＢＡ
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〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

成果
指標

まちづくり条例によ
る団体の認定、登
録等

箇所 2 1 2 2

総経費 千円 174,521 154,887 144,692 ―

（上記のうち、人件費） 千円 800 800 800 ―

施策名： 区民・事業者とともにまちづくりを進める

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号：

事
業
の
方
向
性

協
　
働

成果指標   ・　経費　 単位

事
業
区
分

実
施
体
制

評　価
前
年
度
改
善
案
の

達
成
状
況

Ｂ

事業案内用パンフレット
の配布等により、まちづく
りセンター事業のPRや周
知に取り組み、成果の向
上を図る。

Ａ Ｃ Ｂ Ａ

担
当
課

1 Ａ

都市整備公
社事務（ま
ちづくりセン
ター）

区が助成等を行うことに
より、安全で快適なまち
づくりを進めることがで
きるため

Ａ Ｂ

経
費

Ｂ

都
市
計
画
課

①地区住民の意見集約に向け、準備会や協
議会に対する支援が行われているが、まちづ
くり条例による団体の認定、登録等が施設管
理型地区まちづくり計画の認定１件のみであ
り、５０％の達成率であった。
②まちづくり条例による団体の認定、登録等
の件数が前年度より下回ったため、コスト指標
が前年度に比べ大幅に上回った。成果の達成
率やコスト指標から、効率性が高いとはいえな
い。
③センターの専門性を活かし、中立的な立場
から区民のまちづくりの支援を行っており、必
要性が高い。
④必要性は高いが、成果に結びついていない
ため、良好に進んでいるとはいえない。

①調査員は、窓口事務を正確かつ迅速に

成果
指標

窓口および電話に
よる問い合わせの
件数

件 28,219 28,652

総経費 千円 25,730 24,092 32,669 ―

（上記のうち、人件費） 千円 800 800 800 ―

Ｂ

都
市
計
画
課

2 Ａ

都市整備一
般事務（都
市計画調査
員）

事業者・区民等に都市
計画の制限内容等の情
報提供をするとともに、
関係部署への案内を行
うため

経
費

①調査員は、窓口事務を正確かつ迅速に
行っている。
②非常勤の調査員を配置することにより
経費を抑え、都市計画の制限内容を案内
が効率良くおこなわれている。
③都市計画の制限内容等の情報を求め
る事業者は多く、都市計画法および条例
の知識を備えた調査員の必要性は、高
い。
④調査員は、窓口に訪れる事業者に対
し、親切で丁寧な情報提供を行っている。

Ａ

①ホームページの引き続
き充実を図り、広く情報を
提供する。
②窓口の案内資料の充
実を図る。

ＡＡ Ａ Ａ ＡＡ
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〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

施策名： 区民・事業者とともにまちづくりを進める

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号：

事
業
の
方
向
性

協
　
働

成果指標   ・　経費　 単位

事
業
区
分

実
施
体
制

評　価
前
年
度
改
善
案
の

達
成
状
況

担
当
課

成果
指標

都市計画原案およ
び案の公告・縦
覧・意見書受付お
よび公聴会等（す
べて）の手続を行
なった割合

％ 95.8 92.9 95.0 95.0

総経費 千円 10,932 11,136 12,392 ―

Ａ Ａ3 Ａ
都市計画決
定手続事務

都市計画法および練馬
区まちづくり条例に基づ
く都市計画決定・変更手
続を、住民の意見をより
反映させながら、丁寧か
つ公正に行なうため。

Ｂ

経
費

都
市
計
画
課

都市計画審議会の情報
をより分かりやすく公開
するため、区ホームペー
ジに議事録の掲載にあ
わせて審議会資料の掲
載を行う。

Ａ

①都市計画原案および案の手続の際に、公
告、縦覧、意見書受付および公聴会等を行う
ことにより、より丁寧な区民意見の反映を行っ
ている。また、都市計画審議会委員の区民公
募を行うことにより、より公正な審議会運営を
行っている。
②都市計画法に定められた都市計画決定に
加えて、練馬区まちづくり条例に定められた付
加手続を行うことにより、より丁寧かつ公正な
手続を行っている。また、都市計画の原案、案
および決定図書をホームページに掲載するこ
とにより、広く区民へ効率的な周知を行ってい
る。
③都市計画法および練馬区まちづくり条例に
基づき、都市計画の決定権者として事務を行
う必要がある。
④丁寧かつ公正な都市計画決定手続事務を

Ａ ＡＡ Ｂ

（上記のうち、人件費） 千円 9,600 9,600 9,600 ―
費 円滑に行っている。
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〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

施策名： 区民・事業者とともにまちづくりを進める

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号：

事
業
の
方
向
性

協
　
働

成果指標   ・　経費　 単位

事
業
区
分

実
施
体
制

評　価
前
年
度
改
善
案
の

達
成
状
況

担
当
課

成果
指標

（申請件数のうち
紛争にならなかっ
たものと紛争に
なって解決した件
数）／紛争予防条
例申請件数

％ 97.3 98.8 98.0 99.0

ＡＡ Ａ Ａ4 Ａ
開発および
相隣調整事
務

Ａ Ｂ Ａ

開
発
調
整
課

　無秩序な開発の防止、
良好な近隣関係の保
持、良好なまち並みと居
住環境の保全
および形成をするため

Ａ Ａ

①・紛争予防条例申請件数に比して未解決の
紛争を少なくしていくことが求められるが、成
果指標のとおり一定の成果をあげている。
　 ・まちづくり条例の基準を遵守することで、
周辺環境への配慮がなされ、手続きの中で近
隣住民と事業者とが話し合うことで、良好なま
ち並みと居住環境の形成が進んでいる。
②　開発事業に係る現場調査に基づき、開発
指導（まちづくり条例の手続き説明）を行った
にも関わらず、開発事業を実施しなかった件
数が６０件あった。その中には自己都合による
事業停止もあることから条例の履行は良好に
進んでおり効率性も高い。
③　区民および建築主間の紛争の予防と調整
のため、また良好なまちづくりのために、必要
な事業である。
④ 公平・公正な事務処理を行い 一定の成

総経費 千円 120,570 120,524 120,972 ―

（上記のうち、人件費） 千円 120,000 120,000 120,000 ―

経
費

④ 公平・公正な事務処理を行い、一定の成
果をあげ、必要性も高い事務であり、事務事
業は良好に進んでいる。
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〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

成果
指標

都市計画マスタープ
ランは、まちづくりの
総合的な指針であり
数値目標の記載は
無いことから、運用
について指標化する
ことはできない。

箇所

総経費 千円 12,690 5,905 4,876 ―

（上記のうち、人件費） 千円 2,400 1,600 1,600 ―

施策名： 土地利用を計画的に誘導する

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号：

評　価
前
年
度
改
善
案
の

達
成
状
況

事
業
の
方
向
性

協
　
働

成果指標   ・　経費　 単位

事
業
区
分

実
施
体
制

担
当
課

1 Ａ

市街地整備
推進事務
（都市計画
マスタープ
ランの運
用）

練馬区のまちづくりの総
合的指針である都市計
画マスタープランの運用
を踏まえたまちづくりを
推進する。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ

都
市
計
画
課

経
費

Ａ

①都市計画マスタープランの運用より、各種ま
ちづくりを良好に推進している。
②各まちづくり部署すべてが、都市計画マス
タープランというまちづくりの総合的指針を踏
まえ、一体的にまちづくりを推進することが可
能であることから効率性が高い。
③都市計画マスタープランは、都市計画法第
18条の２に規定される「市町村の都市計画に
関する基本的な方針」であり、まちづくりの法
定計画であることから必要性不可欠である。
④都市計画マスタープランの運用により、良
好なまちづくりが推進されている。

Ｂ

都市計画マスタープラン
（全体構想：平成13 年3
月策定、地域別指針：平
成15 年6 月策定）は、計
画期間が概ね20 年であ
るため、社会経済状況お
よび東京都の都市計画
区域マスタープランの改
定時期を見据えて、見直
しを行います。平成23年
度は、まちづくりの課題
の整理など見直しに向け
た準備をします。

①用途地域の変更は、都市計画にもとづく地
区計画にあわせて実施されていることから良

①都市計画マスタープラ

成果
指標

地区計画等により
用途地域の変更を
実施した件数

か所 2 0 1

総経費 千円 12,113 15,137 14,324 ―

（上記のうち、人件費） 千円 10,400 10,400 10,400 ―

2 Ａ

市街地整備
推進事務
（土地利用
規制）

区の都市計画マスター
プラン等を踏まえた目指
すべき市街地像の実現
に向け、土地利用の
適正な利用と保全を図
るため

都
市
計
画
課

Ａ Ａ

区計画にあわせて実施されていることから良
好な住環境が形成され、地域の特性に応じた
めざすべき市街地を実現している。
＊大泉学園駅北口地区計画により用途地域
変更の手続きが行われ平成２２年度中に審議
等終了しているが東日本大震災への対応で
都市計画決定告示日が平成２３年４月４日と
なり実績０か所とした。
②個別の都市計画の変更手続きは、職員で
対応しているので効率的に行っている。
③都市計画マスタープランの目指すべき、ま
ちの実現に合わせて用途地域等を変更してい
る。
④用途地域の変更は、地区計画を併せて指
定しているので良好な住環境の保全など地区
の課題をきめ細かく対応している。

Ａ

経
費

ンを踏まえ地区計画によ
り地元の合意により用途
変更を進める。
②用途地域の権限移譲
について特別区を除外し
ているため、他の市町村
と同様の権限委譲が図
られるように今後も働き
かける。
③地形地物等の変更に
よる用途地域変更を一
斉見直し等として指定で
きるように今後も働きか
ける。

ＢＡ Ａ Ｃ Ａ



442 】

〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

施策名： 土地利用を計画的に誘導する

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号：

評　価
前
年
度
改
善
案
の

達
成
状
況

事
業
の
方
向
性

協
　
働

成果指標   ・　経費　 単位

事
業
区
分

実
施
体
制

担
当
課

成果
指標

建築確認等申請
件数のうち確認等
を行った件数（確
認等件数／申請
件数）

件 1,748 2,238 維持 維持

総経費 千円 251,694 259,519 257,329 ―

（上記のうち、人件費） 千円 211,200 216,000 204,000 ―

建
築
審
査
課

、
建
築
課経

費

Ａ Ａ ＡＢ Ａ Ｂ

①建築基準法の改正などにより、厳しい建築
確認、速やかな検査等が行われている。件数
は景気の動向により左右されるものである。
民間確認検査機関からの報告書・道路照会な
ども速やかに処理されている。
②平成15年度より建築物等台帳管理システ
ムが導入され、審査基準の整備などが速やか
に行われている。
③法律等に定められた事務であり、安全で住
み良い住環境形成の前提となっている。
④建築基準法の改正により、厳しい建築確
認、検査等が行われている。件数は景気の動
向により左右されるものである。

Ｂ

①引き続き法改正に伴う
運用改善を円滑に施行
する。
②窓口サービスの向上
のため、レイアウト変更
等を検討する。
③民間確認検査機関か
らの照会等各種事務の
さらなる効率化の検討を
行う。
④建築安全マネジメント
計画を実行し改善点を探
る。

Ａ3 Ａ
建築指導事
務（審査）

建築基準法の目的を達
成し、安全で住み良い生
活環境の形成を図るた
め
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〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

成果
指標

景観計画策定の
進捗状況

計
画
素
案
作
成

計
画
案
の
作
成

計
画
施
行

施策名： 調和のとれた都市景観を形成する

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号：

評　価
前
年
度
改
善
案
の

達
成
状
況

事
業
の
方
向
性

協
　
働

成果指標   ・　経費　 単位

事
業
区
分

実
施
体
制

担
当
課

1 Ａ
市街地整備
推進事務
（景観形成）

景観法に基づく区独自
の景観計画を策定し、き
め細かな景観づくりを
行っていくため

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ｆ Ａ

都
市
計
画
課

Ａ

①計画素案に対して、パブリックコメントを実
施し、原案を策定した。その原案を元に、東京
都との協議を実施し計画案を策定した。平成
23年2月21日付けで東京都から景観行政団体
となる同意を得て、5月1日付で景観行政団体
とり、景観法に基づき、計画案の公表および
縦覧を行った。今後は、景観条例の規定によ
り練馬区都市計画審議会の意見聴取を行っ
た後、計画を施行する予定である。
②景観法に基づく「景観計画」を策定すること
で、今後のまちづくりの際に、「景観」に関する
具体的な検討ができるため効率性が高い。
③これまで景観に関する具体的な内容を定め
た計画が無かったため、景観計画を策定し、
区民等と協働しながら「景観まちづくり」を行っ
ていくために必要である。
④5月1日付けで景観行政団体になり、計画の
実効性を担保するための「景観条例」を施行し

Ａ

計画計画については、今
後作成し、景観法および
景観条例の規定による
手続き後に、8月1日の施
行を目指している。

総経費 千円 17,944 18,053 11,270 ―

（上記のうち、人件費） 千円 8,000 9,600 5,600 ―

成果
指標 参加者人数 人 31 14 20

総経費 千円 836 650 1,126 ―

（上記のうち、人件費） 千円 800 160 160 ―

経
費

実効性を担保するための「景観条例」を施行し
た。今後は、計画案のについて景観法および
景観条例に基づく手続きを行い、8月1日には
計画を施行する予定である。

Ｂ Ｃ Ａ2 Ａ

市街地整備
推進事務
（景観事業
の実施）

景観に対する区民の高
い関心と、これに基づく
協力や連携を醸成する
ため

Ａ

都
市
計
画
課

経
費

Ａ Ａ

①平成22年度から業務の委託を開始した。合
わせて、参加者にまち歩きを楽しみ、まちに対
する理解をより深めてもらうため、20　名以下
に限定して実施した。
②今後は、参加者を増やしたり、実施結果を
広報する等してより効率的な事業になるように
改善していきたい。
③区民とともに景観まちづくりを取り組む景観
行政を推進するために、平成23年5月1日に、
区は景観行政団体となった。今後も景観に関
する啓発を継続して行っていく必要がある。
④現在の事業はねりまの散歩道等を活用した
景観ウオッチングのみであるが、今後は景観
行政に対する啓発事業の取り組みのひとつと
して位置づけ、計画通りに進めていく。

Ａ

景観計画の施行にあわ
せ、事業内容の精査を今
後も引き続き行う。また、
「景観資源登録制度」「景
観まちなみ協定制度」を
新たにスタートし、啓発事
業を充実させる。

ＢＡ
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〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

成果
指標

地区計画等、面的整
備計画の計画策定
進捗度以下の指数
により算定した各区
域の進捗度の合計
値　【①基礎調査
20　②前期合意形成
40　③中期合意形成
60　④後期合意形成
80　⑤計画決定
100】

170 220 257 360

総経費 千円 99,267 82,528 83,568 ―

（上記のうち 人件費） 千円 32 000 36 000 43 200 ―

ま
ち
づ
く
り
推
進
調
整
課
 
・
東
部
地
域
ま

ち
づ
く
り
課
・
西
部
地
域
ま
ち
づ
く
り
課

経
費

Ａ

担
当
課

1 ＡＢ

地域まちづ
くり推進事
務（地区ま
ちづくり）

周辺道路の整備にあわ
せ、延伸地域の良好な
都市環境を形成するた
め

Ａ Ｂ Ａ ＡＡ Ａ

事
業
区
分

実
施
体
制

評　価

Ｂ

①地区計画案やまちづくり計画案の内容につ
いて理解を深めてもらうため、意見交換や説
明会などを開催し、合意形成が図られた。ま
た、調査においては、地域住民との協働によ
る勉強会、協議会等の開催に向けて必要な調
査が実施され、当初の目標が十分に達成され
ている。
②調査・都市計画図書の作成補助などを外部
委託により実施しており、効率性が高い。
③都市計画道路の整備に伴い想定される地
域の課題を解決し、都市計画道路沿道の良好
な交通環境、商業環境、居住環境が確保され
るようなまちづくりを推進していくためには、計
画的なまちづくり手法が不可欠である。
④地区計画案やまちづくり計画案の内容につ
いて理解を深めてもらうため、意見交換や説
明会などの合意形成活動を重ねた。

Ａ

地域の方々との協働に
より、都市計画決定を目
指して継続的にまちづく
りを進めていく。また、地
域の方々の声を直接聞く
機会を増やすことによ
り、丁寧な合意形成を図
る。

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号： 施策名： 良好な市街地を形成する

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的
協
　
働

成果指標   ・　経費　 単位

前
年
度
改
善
案
の

達
成
状
況

事
業
の
方
向
性

（上記のうち、人件費） 千円 32,000 36,000 43,200 ―

成果
指標

土地区画整理事
業で整備した面積
（累計）

ha 40 40 40 44

総経費 千円 187,483 126,103 91,332 ―

（上記のうち、人件費） 千円 18,400 16,000 8,000 ―

Ａ

中里中央地区について、
平成24年度に予定通り
整備が完了するよう相互
の連携を密にしていく。

Ａ

①土地区画整理事業が完了した地域では、地
域特性に応じた都市基盤整備がされた。早宮
四丁目地区については、平成21年度に整備さ
れ、平成22年度に清算法人による事業の清算
処理が完了した。また、中里中央地区につい
ても平成24年度整備完了にむけ着実に事業
が進められている。
②同程度の道路や公園等の公共施設を区独
自で整備・築造すると長期間を要するが、土
地区画整理事業の一環として行うことにより、
短期間での整備が可能である。なお、組合等
土地区画整理事業は、地区ごとに規模・内容
等が異なり、さらに複数年数が必要となる事
業のため、年度比較およびコスト指数を用い
ることは馴染まない。
③道路や公園等の公共施設の整備・改善、宅
地の利用増進を一体的に進めることにより、
快適な住環境を有する市街地が整備できる。
④土地区画整理事業により、道路や公園等の
公共施設の整備・改善、宅地の利用増進が一
体的に進められている。また、事前相談につ
いては、その地域ごとの状況や意向を十分に
把握し、施工者が具体的な計画として取り組
めるよう随時相談対応を行っている。

Ｂ Ａ

ま
ち
づ
く
り
推
進
調
整
課

経
費

Ａ

ま
課

2 ＡＢ

組合等土地
区画整理推
進事務（区
画整理事
業）

土地区画整理事業によ
り市街地環境を整備す
るため

Ａ Ａ Ａ
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〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

担
当
課

事
業
区
分

実
施
体
制

評　価

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号： 施策名： 良好な市街地を形成する

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的
協
　
働

成果指標   ・　経費　 単位

前
年
度
改
善
案
の

達
成
状
況

事
業
の
方
向
性

成果
指標

地区計画の策定
数(累計)

地区 24 25 28 42

総経費 千円 697,835 856,969 19,200 ―

（上記のうち、人件費） 千円 19,200 19,200 19,200 ―

経
費

Ａ Ａ ＢＡ Ａ Ａ

東
部
地
域
ま
ち
づ
く
り
課

相談者の建築知識に応
じた適切な窓口対応を、
心掛ける。

①地区施設の整備と良好な住宅の建設が進
んでいる。
②長い年月を要するが、建替えや世代交代
等、権利者の事情に合わせて事業を進めるた
め少ない経費で効果を上げることができる。
③建替えや土地利用の変更時に、土地の提
供や良質な住宅の建設を行うことは、住民の
急激な変化に伴う負担を強いることがなく、区
民が自らまちづくりを行う手法として必要性が
高い。
④建物の更新と人の世代交代が事業進展の
要因である。このため、長期の年月を要するも
のの、一度計画が策定されれば着実に効果
が上がることが期待できる。

Ａ3 ＡＢ
地区計画推
進事務

良好な市街地の保全と
形成を図るため

Ａ Ａ

成果
指標

事業による道路整
備延長

m 1,300 400 770 5,154

総経費 千円 3,645,271 1,216,868 1,164,371 ―

（上記のうち、人件費） 千円 100,000 100,000 100,000 ―

①計画どおりに事業が進捗している。
②平成25年度の工事完了等を目指し、地区全
体を６ブロックに分け、年次計画により整備を
行っている。年々増大する業務量に対応する
ため、業務委託を有効に活用するとともに、権
利者との調整や工事関係企業者との調整・工
程管理を効率的、積極的に行っている。
③良好な街づくりのため、および地下鉄大江
戸線の延伸のためにも重要な事業である。
④計画どおりに事業が進捗している。
※　[面的整備の手法で行う区画整理事業は、
用地買収方式による道路整備事業等と異な
り、権利者に減歩（清算金）を求めることで｢道
路」｢公園」用地を生み出し、地域全体の住環
境整備を行うところに事業(経費）の特長があ
る。今回、事業費のうち｢移転補償費」によりコ
スト指標を試算したが、移転補償費は、家屋
等の規模や経過年数を要素として補償基準に
より算定されるものである。また、各事業費も
複数の項目で構成されており、対象をひとつ
に絞り経費比較を行うことは困難と考える。

Ｂ
組織をより先鋭化するこ
とで、引き続き、業務量
全体の増加に対処する。

4 ＡＢ
土支田中央
区画整理事
務

土支田新駅周辺地区を
区画整理事業により良
好な都市環境を形成し、
大江戸線延伸促進に寄
与するため

土
支
田
中
央
区
画
整
理
課

土
支
田
中
央
区
画
整
理
工
事
担
当
課

経
費

Ａ Ａ Ａ ＢＡＡ Ａ
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〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

成果
指標

まちづくり計画策
定進捗度進捗度
指数に基づき、地
区の進捗度を合計
した【①基礎調査
20、②前期合意形
成40、③中期合意
形成60、④後期合
意形成80、⑤画決
定100】計300

指数 240 260 270

東
部
地
域
ま
ち
づ
く
り
課

Ａ

担
当
課

1 ＡＢ
地域まちづ
くり推進事
務（練馬駅）

練馬駅周辺地区を区の
中心核として相応しい機
能を有する地区とするた
め

Ａ Ｂ Ａ ＡＡ Ａ

事
業
区
分

実
施
体
制

評　価

Ｂ

①事業区域内で２つの地区計画が都市計画
決定された。地区計画により、建築物の規制・
誘導を行うため、よりより街並みを形成するこ
とにつながり、成果は着実に上がっている。
②コスト指標は前年度を下回ったが、これは
計画策定を目的としたアンケート調査を実施し
たためであり、他のまちづくり手法と比べ、少
ない経費で目的が達成できる点において、効
率性は高い。
③練馬区都市計画マスタープランにて「練馬
の中心核」として位置づけられており、本事業
の必要性は高い。
④北口地区については、生活幹線道路の整
備にあわせて地区計画を策定することができ
た。今後、南北両地区の地区計画により建築
物の規制・誘導がなされることで、良好なまち
づくりが進む また 南口地区については 無

Ａ

【南口地区】住民の主体
的な取り組みを推進する
ため、商店街の活性化に
資する社会実験を企画・
実施する。

【北口地区】駅前地区の
活性化に向けた環境づく
りを目的としたまちづくり
計画案の検討を進める。

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号： 施策名： まちの拠点機能を向上させる

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的
協
　
働

成果指標   ・　経費　 単位

前
年
度
改
善
案
の

達
成
状
況

事
業
の
方
向
性

総経費 千円 99,296 11,168 11,386 ―

（上記のうち、人件費） 千円 16,000 8,000 8,000 ―

成果
指標

地区計画等、面的
整備計画の計画
策定進捗度以下
の指数により算定
した各区域の進捗
度の合計値　【①
基礎調査　20　②
前期合意形成　40
③中期合意形成
60　④後期合意形
成　80　⑤計画決
定　100】

65 70 75

総経費 千円 37,813 22,750 19,244 ―

（上記のうち、人件費） 千円 24,000 12,000 12,000 ―

Ａ Ａ

引き続き地域の方々との
協働によるまちづくり計
画の策定を進め、都市計
画決定に向けて取り組
む。

Ａ

①平成20年度に立ち上げた「石神井公園駅南
地区まちづくり推進協議会」において、21年度
に引き続き、22年度も協議会委員とともに地
区計画のもととなるまちづくり計画の検討をお
こなった。また、商店街通りを対象とした住民
懇談会を開催し、該当地権者の意向を把握し
た。これらのことから、一定の合意形成を達成
した。
②コスト指標は前年度を上回った。住民懇談
会を開催したり、個別説明を始めるなど地元
により踏み込んだ対応を行っている。必要な
調査等を外部委託で実施しており、効率性が
高いと考える。
③より多くの区民が通勤・通学・買物等で利用
する駅周辺地区の利便性、安全性、快適性を
確保するには、本事業は欠かせないものであ
る。
④地域住民が主体となった協議会により、ま
ちづくり計画をまとめるため、まちづくり活動を
進めている。今後とも継続して事業を進めて
いく必要がある。

Ｂ Ａ

ま
ち
づ
く
り
推
進
調
整
課

経
費

Ａ

経
費

2 ＡＢ

地域まちづ
くり推進事
務（石神井
公園駅）

駅周辺の地域拠点の機
能向上を図るため

Ａ Ａ Ａ

づくりが進む。また、南口地区については、無
電柱化工事、インターロッキング舗装工事が
完了し、良好なまちづくりが進んでいる。今後
は、こうした整備を踏まえ、地区にふさわしい
まちづくりの推進方策を検討していく。
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〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

担
当
課

事
業
区
分

実
施
体
制

評　価

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号： 施策名： まちの拠点機能を向上させる

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的
協
　
働

成果指標   ・　経費　 単位

前
年
度
改
善
案
の

達
成
状
況

事
業
の
方
向
性

成果
指標

計画策定の進捗度
（進捗指数の各地区
の合計）【駅前地区】
①基礎調査　２０　②
前期合意形成　４０
③中期合意形成　６
０　④後期合意形成
８０　⑤計画決定　１
００⑥事業認可　１２
０　⑦権利変換　１４
０　⑧整備（一部）　１
６０　⑨整備（大部
分）　１８０　⑩竣工
２００【商業地区、住
宅地区、北西地区】
①基礎調査　２０　②
前期合意形成　４０

指数 220 280 330

Ａ
Ｂ

Ａ ＢＡ Ａ Ａ

西
部
地
域
ま
ち
づ
く
り

①北口駅前広場の整
備・・・市街地再開発事業
の事業認可
②駅周辺まちづくり・・・・
地区計画（１地区）の後
期合意形成。まちづくり
手法の検討（１地区）

①市街地再開発事業および地区計画等
の都市計画決定がなされ、目標達成と考
えている。
②都市計画決定がなされ、非常に効率性
が高い。
③多くの区民が通勤・通学・買い物等で利
用する駅周辺地区の利便性・安全性・快
適性を確保するには、本事業は欠かせな
いものである。
④南口中心の市街地再開発事業が平成
１４年度に完了して以降、現在は北口を中

Ａ3 ＡＢ

地域まちづ
くり推進事
務（大泉学
園駅）

駅周辺の地域拠点の機
能向上を図るため

Ａ Ａ

③中期合意形成　６
０　④後期合意形成
８０　⑤計画決定　１
００

総経費 千円 70,125 37,141 416,672 ―

（上記のうち、人件費） 千円 32,000 32,000 40,000 ―

経
費

り
課

年度 完了 以降、現在 を中
心としたまちづくりを促すため、市街地再
開発事業や地区計画等の都市計画決定
がなされ、良好に進んでいる。
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〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

担
当
課

事
業
区
分

実
施
体
制

評　価

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号： 施策名： まちの拠点機能を向上させる

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的
協
　
働

成果指標   ・　経費　 単位

前
年
度
改
善
案
の

達
成
状
況

事
業
の
方
向
性

成果
指標

計画策定の進捗
度（進捗指数の各
地区の合計）　①
基礎調査　20　②
前期合意形成　40
③中期合意形成
60　④後期合意形
成　80　⑤計画決
定 100

指数 190 220 278 355

①地域住民との協働で勉強会、協議会等を開
催し、合意形成活動が続けられており、駅周
辺地区の生活拠点機能の向上を目指すという
当初の目標が十分に達成されている。
②予算を有効に活用し、効果的に住民の合意
形成が進んでいる。また、住民の合意形成を
確実に進めることは、長期的なまちづくり計画
を後戻りさせないことにつながり、効率性の高
いまちづくりを実現することができる。
③駅周辺の拠点における良好な交通環境、商
業環境、居住環境が確保されるようなまちづく
りを推進していくため、また民間活力を生かし
た地域特性に合ったまちづくりを推進するため
には、計画的なまちづくりが不可欠である。
④中村橋駅周辺の生活拠点機能の向上を図
るため 取り組みを着実に実施し る 上

Ａ
Ｂ

駅周辺地区ごとに状況
が異なるため、未記入と
する。

4 ＡＢ

地域まちづ
くり推進事
務（生活拠
点）

練馬駅、石神井公園
駅、大泉学園駅、光が
丘駅を除く区内各駅周
辺の拠点機能の向上を
図るため

西
部
地
域
ま
ち
づ

Ａ Ａ Ａ Ｂ ＡＡＡ Ａ

定　100

総経費 千円 519,498 42,006 54,707 ―

（上記のうち、人件費） 千円 32,000 28,000 32,000 ―

るための取り組みを着実に実施している。上
石神井駅周辺地区については、平成20年３月
策定のまちづくり構想に基づき検討されたまち
の詳細検討が協議会より練馬区に提出され
た。武蔵関駅周辺地区ではまちづくり協議会
が設立されまちの課題等のとりまとめが行わ
れた。上井草駅周辺地区については、平成23
年度のまちづくり協議会設立に向けた勉強会
や準備会が住民協働で行われた。いずれの
地域においても着実にまちづくりが進捗してい
る。

図るため
く
り
課

経
費
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〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

成果
指標

周知活動等の実
施状況

回 3 1 1

総経費 千円 800 1,747 1,789 ―

Ｂ Ａ

都
市
計
画
課

経

Ａ

①密集事業の新規地区（貫井・富士見台地
区）において、11月21日に「地域協働復興イベ
ント」を実施し、地元の方中心に当日300人の
方の参加があった。また、その結果をJ:com
「ねりまほっとらいん」（12月後半）での放映を
行った。
②震災復興にかかる事業は広範囲に渡り、こ
れらの事業を計画的総合的に推進していくた
めには、あらかじめ職員の行動手順を定めて
おくことが必要であり、これを区民に周知する
ことでより効率的な行動が可能となる。
③復興マニュアルを周知することで、被災時に
効率的に地域協働復興による復興が可能とな
るため必要である。
④区のホームページへの掲載や「練馬区震災
復興マニュアルのあらまし」（区民向けリーフ
レット）の配布、パブリシティ経新聞11月22日
朝刊掲載済） J:comホットライン（12月後半）

Ａ Ａ Ａ

①引き続き区のホーム
ページへの掲載、「練馬
区震災復興マニュアルの
あらまし」（区民向けリー
フレット）の配布により、
周知に努めていく。
②周知活動について
は、、合わせてメディアの
活用なども図り、行うこと
とする。

事
業
区
分

実
施
体
制

担
当
課

Ｃ

事務事業名 事務事業の目的

事
業
の
方
向
性

協
　
働

1 Ａ

市街地整備
推進事務
（復興マニュ
アルの周
知）

地震により被災した市街
地や、区民生活、産業を
早期に復興する道筋を
明らかにし、災害に強い
まちをつくるため

Ａ Ａ

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号： 施策名： 災害に強い都市をつくる

事務
事業
番号

選
定
区
分

評　価
前
年
度
改
善
案
の

達
成
状
況

成果指標   ・　経費　 単位

（上記のうち、人件費） 千円 800 1,600 1,600 ―

成果
指標

道路・公園等整備
面積（延べ面積）

㎡ 21,675 21,675 23,300 31,500

総経費 千円 852,847 2,153,821 2,080,674 ―

（上記のうち、人件費） 千円 36,000 28,000 24,000 ―

東
部
地
域
ま
ち
づ
く
り
課

①北町地区および江古
田北部地区では、より安
全・安心なまちづくりを進
めるため地区計画の検
討を開始する。

Ａ ＡＡ Ａ Ａ

①これまで整備内容について区と検討してき
た地域住民の１人が、整備予定の沿道で整備
に支障となる建築工事を行うこととなった。こ
のため、地域住民と話し合いを重ね、翌年度
に整備を延ばすこととなった。今回の件で、区
と地域住民との間で、当事業を推進する結束
力が高まり、今後、用地取得および道路整備
を進めていく中で、一層の地域住民の協力体
制が得られたことから、達成したとみなす。
②本事業では、国費、都費の補助を受け、区
の負担は特別区財政調整交付金の対象にも
なっており、少ない経費負担で効率良く事業を
進めている。
③対象地区は、安全な避難経路や緊急車両
の入れる道路が少ない。そのため震災等が起
こった場合、火災の延焼拡大や建物の倒壊等
により、避難経路等の閉塞が懸念される。本
事業を進めることにより、震災時の被害を抑
制することや避難、迅速な救助活動が期待で
きる。
④本事業は、順調に全体計画の進捗が進ん
でいる。

ＡＡ Ａ2 ＡＢ

密集住宅市
街地整備促
進事業推進
事務

Ａ

住宅水準の向上および
住環境の整備により、災
害に強い総合的なまち
づくりを行うため

経
費

経
費

朝刊掲載済）、J:comホットライン（12月後半）
での放映などパブリシティの活用を積極的に
行った。
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〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

事
業
区
分

実
施
体
制

担
当
課

事務事業名 事務事業の目的

事
業
の
方
向
性

協
　
働

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号： 施策名： 災害に強い都市をつくる

事務
事業
番号

選
定
区
分

評　価
前
年
度
改
善
案
の

達
成
状
況

成果指標   ・　経費　 単位

成果
指標 助成件数 件数 102 99 105 105

総経費 千円 82,228 78,155 77,902 ―

（上記のうち、人件費） 千円 40,000 40,000 36,000 ―

①土日開催の耐震相談会や展示会などを通
耐震化が促進される う普 啓発活動を

①過去３年間の実績をもとに、目標件数を設
定し、達成率８０％を超えている。
②区が行う直接施工より、助成方式による間
接施工は、拡幅にかかるコストが少なく、効率
性が高い。
③身近な生活道路を拡げる事業であり、住民
の協力を得るために、助成制度により、整備
費の軽減を担ってきたこれまでの事業を、今
後も継続することが必要である。
④建築等の機会を捉えて、これまで建築主等
に助成事業を知らせており、一方、区報を活
用して、事業の趣旨を広く区民に周知してお
り、助成制度は着実に浸透している。

Ａ Ａ Ｂ

経
費

Ａ Ａ
建
築
課

ＢＡ

事業者にＬ形側溝の移
設を伴う拡幅を選択して
もらうため、助成適用の
連絡時の説明を工夫す
るとともに、移設を誘導
するような単価設定を検
討する。

Ａ3 Ａ
狭あい道路
拡幅整備事
務

４ｍ未満の狭あいな道
路を拡幅することによ
り、良好な住環境を確保
し、安全で快適なまちづ
くりを推進するため。

成果
指標

耐震改修工事等
助成件数

件 202 151 193 190

総経費 千円 144,211 114,428 145,627 ―

（上記のうち、人件費） 千円 16,000 16,000 16,000 ―

特定緊急輸送道路の指
定に伴い、要綱を改正し
て耐震診断の実質無料
化、耐震工事の助成拡
充を行う。また、啓開34
路線に接する地域の旧
耐震住宅の所有者に対
し、重点的に説明会や個
別訪問による周知啓発を
行い、耐震化を促進す
る。

Ａ Ａ

じて耐震化が促進されるよう普及啓発活動を
おこなっているが、アンケート結果からみても
経済的な理由や助成条件に合致しないなどの
理由で、助成件数が伸び悩んだ。
②コスト指標については、前年度を上回った。
これは簡易耐震診断の件数に対して耐震改
修工事まで至る割合が増加したためであり、
耐震化の実績に対する効率性は高まってい
る。
③耐震の必要性についての社会的認識は高
い一方で、経済的な負担が大きい等の理由で
耐震改修工事に踏み切れない建築主は多
が、東日本大震災の発生により耐震化の必要
性が一層高まった。
④東日本大震災を契機に、国や都が耐震改
修の計画や目標の見直し、また制度拡充につ
いての検討を行っており、その動向を踏まえ、
区も耐震化支援事業の拡充を行う。これに伴
い、事業は良好に進むことが予想される

建
築
課

ＢＢ4 ＡＢ
耐震化促進
関連事務

耐震診断、実施設計お
よび耐震改修工事に要
する費用の一部を助成
することにより、建築物
の耐震性の向上を図り、
災害に強いまちづくりを
目指すため

ＡＡ Ｂ

経
費



453 】

〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

事
業
区
分

実
施
体
制

担
当
課

事務事業名 事務事業の目的

事
業
の
方
向
性

協
　
働

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号： 施策名： 災害に強い都市をつくる

事務
事業
番号

選
定
区
分

評　価
前
年
度
改
善
案
の

達
成
状
況

成果指標   ・　経費　 単位

成果
指標

雨水流出抑制施
設により抑制され
た対策量
（対策量／対策目
標量）

㎥ 17,481 15,115 17,276

総経費 千円 41,500 39,975 38,100 ―

Ａ Ａ

①雨水流出抑制施設の設置は、公共施設お
よび大規模民間施設の整備(開発)に依存する
ところは多いが、練馬区まちづくり条例による
指導や雨水流出抑制施設設置助成により着
実に累積されている。
②雨水流出抑制施設については、練馬区まち
づくり条例による大規模施設への設置指導、
また、助成制度による小規模住宅への設置誘
導により、効率的かつ積極的に推進されてい
る。民間開発事業の増減により若干影響を受
けるが、施設設置の確認等必要なコストであ
る。
③都市型水害の軽減の防止には、総合的な
治水対策として下水道・河川等の施設整備と
ともに、流域対策としての雨水流出抑制施設
(貯留・浸透施設)の設置を推進することが必
要である。
④条例による指導や助成制度による指導によ

Ｂ

効率的な施設の設置に
向けて、低地と高台での
雨水流出抑制の必要性
についての認識差がなく
なるような改革改善案を
検討し実施する。

Ｂ
計
画
課

Ａ5 Ａ
総合治水対
策事務

練馬区の水害の軽減と
防止を図り、区民の安全
と財産を守るため

Ａ

経

Ａ Ｂ

（上記のうち、人件費） 千円 8,000 8,000 8,000 ―

④条例による指導や助成制度による指導によ
り着実に累積されている。

経
費
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〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

成果
指標

鉄道駅におけるバ
リアフリー化を調
整している駅

駅 3 3 2

総経費 千円 207,120 47,997 9,000 ―

（上記のうち、人件費） 千円 4,000 4,000 4,000 ―

交
通
企
画
課

経
費

Ａ Ａ Ａ

①より利便性の高い鉄道駅になるようバリア
フリー化を進めている。
②江古田駅については、事業主体である江古
田駅整備㈱は、国の「駅・まち一体改善事業」
を活用し、国・区・鉄道事業者が協力して事業
を進めた。
③交通バリアフリー法（現：バリアフリー新法）
では、平成22年までに駅をバリアフリー化する
ことを規定している。また、同時にその目的達
成のための各地方自治体の支援も求めてい
る。
④現在東京メトロによる氷川台駅のエレベー
ター設置工事の完了をもって、区内すべての
鉄道駅がバリアフリー化される。今年度より、
さらなるバリアフリーを鉄道事業者とともに進
めていく。

Ｂ Ａ

今年の夏に区内すべて
の駅において、バリアフ
リールートが１以上確保
されることから、区内す
べての駅のバリアフリー
ルートを検証し、さらなる
バリアフリーの方針検討
を行う。

ＡＡ Ａ Ａ1 ＡＢ

交通施設整
備計画推進
事務（鉄道
駅バリアフ
リー事業）

鉄道駅におけるバリアフ
リー化施設の整備を促
進するため

事
業
の
方
向
性

協
　
働

担
当
課

事務事業の目的 成果指標   ・　経費　 単位

事
業
区
分

評　価
前
年
度
改
善
案
の

達
成
状
況

実
施
体
制

だれもが利用しやすいまちをつくる

選
定
区
分

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表

事務
事業
番号

事務事業名

【 施策番号： 施策名：

成果
指標

協議物件の「道か
ら利用室までの経
路」の整備率（各
年度とも、3月31日
現在、竣工後の検
査を行った建築物
における整備率 ）
*22年10月に条例
施行し成果指標を
変更する

％ 11.0 70.0 80.0

総経費 千円 40,487 39,678 37,229 ―

（上記のうち、人件費） 千円 24,000 24,000 24,000 ―

Ａ Ａ Ｂ

・民間施設バリアフリー
整備意向調査をいかし
て、意向のある事業所に
個別にアプローチしてい
く。その際には他部署と
連携して効果的に行なっ
ていく。
・今後の民間施設バリア
フリー整備意向調査の対
象を他部署の連携を視
野に選定する。

Ｂ Ａ
建
築
課

Ａ Ａ

経
費

Ｂ

①平成22年10月1日「練馬区福祉のまちづくり
推進条例」が施行された。それまでは、「練馬
区福祉のまちづくり整備要綱」により整備がす
すめられていた。整備の基準が強化されたた
め、実績等を前年度との比較はできない。　22
年度評価は、条例施行後半年であるので、実
績はわずかとなる。条例施行後、事業者の理
解を得ながら進められている。
②条例施行により、効果的に建築時の協議に
よる誘導で必要な整備を進めることにつなか
せるため、効率性は高い。
③すべての人が円滑に利用できる建築物とす
るためには、バリアフリー法令等による規制だ
けでは不足し、個々の施設の状況に応じた望
ましい整備を事業者との協議により進めていく
必要がある。
④条例を制定し、バリアフリー法や都の条例
をさらに強化したものとなった。今後、整備が
進んでいく大きなきっかけとなる。協議物件に
ついては、可能な範囲での整備が進められて
おり、さらに良好に進んでいくと評価できる。既
存物件に対しては、バリアフリー整備の周知
啓発等に一層つとめ、改修促進を図る必要が
ある。

2 Ａ

病院・大型
店舗等の民
間施設のユ
ニバーサル
デザインの
誘導事務

区内の民間公共的建築
物について、すべての人
が安全かつ円滑に利用
できるようにするため
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〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

事
業
の
方
向
性

協
　
働

担
当
課

事務事業の目的 成果指標   ・　経費　 単位

事
業
区
分

評　価
前
年
度
改
善
案
の

達
成
状
況

実
施
体
制

だれもが利用しやすいまちをつくる

選
定
区
分

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表

事務
事業
番号

事務事業名

【 施策番号： 施策名：

成果
指標

協議物件の「道か
ら利用室までの経
路」の整備率（各
年度とも、3月31日
現在、竣工後の検
査を行った建築物
における整備率 ）
*22年10月に条例
施行し成果指標を
変更する

％ 13.0 80.0 90.0
建
築
課

ＡＢＡ

①平成22年10月1日「練馬区福祉のまちづくり
推進条例」が施行された。それまでは「練馬区
福祉のまちづくり整備要綱」により整備がすす
められていた。整備の基準が強化されたた
め、実績等を前年度との比較はできない。22
年度評価は、条例施行後半年であるので、実
績はわずかとなる。今後の成果は挙げられる
見込みである。
②年齢、障害等による施設利用に際するニー
ズを把握し、民間施設への指導を行っている
部署が、施設整備の際に施設所管との協議を
行っているため、施設所管が単独で整備する
ことに比較し効率的である。さらに、条例施行
は、ユニバーサルデザインの一層の推進につ
ながるため、効率性が高い。
③すべての人が円滑に利用できる建築物とす
るためには バリアフリ 法令等による規制だ

Ａ Ａ
・区立施設意見反映制度
の推進
・庁内各部署への周知

Ｂ

公共施設に
おけるユニ
バーサルデ
ザインの推
進事務

区立の公共的建築物
（都立等を含む）につい
て、すべての人が安全
かつ円滑に利用できる
ようにするため

Ａ Ａ3 Ａ

変更する

総経費 千円 8,000 8,000 8,000 ―

（上記のうち、人件費） 千円 8,000 8,000 8,000 ―

るためには、バリアフリー法令等による規制だ
けでは不足し、個々の施設の状況に応じた望
ましい整備を施設所管との協議により進めて
いく必要がある。
④条例を制定し、バリアフリー法や都の条例
をさらに強化したものとなった。今後、整備が
進んでいく大きなきっかけとなる。協議対象と
なる新築等の物件については、さらに良好に
進んでいくと評価できる。既存の区立施設等
の改修にあたって、より望ましいバリアフリー
化を進める必要がある。

経
費
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〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

成果
指標

関係機関への要
請活動の回数

回 3 3 3 3

大
江
戸
線
延
伸
推
進
課

ＡＡ

①まちづくりの検討や東京都等への要請活動
により、大江戸線の導入空間の対象となる
補助230号線の全線が事業化された。
②(1)大江戸線延伸促進期成同盟では、住
民、区議会、行政が一体となり地下鉄延伸の
みならず、まちづくりの情報を共有しながらの
活動展開が可能である。
　(2)関係自治体と連携した地下鉄延伸の要望
活動により、さらに延伸促進活動が展開で
きるため、効率性が高い。
③(1)大江戸線延伸促進期成同盟の活動を通
じ、関係町会、地域住民へと活動の裾野を広
げ、区民の要望等を関係機関に伝える必要が
ある。
　(2)大江戸線延伸促進期成同盟等により、継
続的に関係機関への働きかけをする必要が
ある。

①東京都に対して、大江
戸線延伸の早期事業化
を働きかける。
②大江戸線の延伸に伴
う検討について、関係機
関（東京都など）の協力
を得ながら実施する。

Ｂ ＡＢ Ａ Ａ ＡＡ1 ＡＢ
大江戸線延
伸推進事務

鉄道交通不便地域と
なっている練馬区西北
部に地下鉄大江戸線を
延伸し、交通利便性の
向上と都市基盤の充実
を図るため

担
当
課

事務事業の目的 成果指標   ・　経費　 単位

事
業
区
分

事
業
の
方
向
性

協
　
働

実
施
体
制

施策名： 公共交通を充実する

選
定
区
分

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表

事務
事業
番号

事務事業名

【 施策番号：

評　価
前
年
度
改
善
案
の

達
成
状
況

総経費 千円 13,174 18,751 27,030 ―

（上記のうち、人件費） 千円 8,000 8,000 8,000 ―

成果
指標

練馬高野台駅～
石神井公園駅間
の整備

完了 完了
下り線
高架工

事
事業完了

総経費 千円 785,315 690,485 637,000 ―

（上記のうち、人件費） 千円 8,000 8,000 8,000 ―

Ａ

①平成22年度は、練馬高野台駅～石神井公
園駅付近間の踏切６箇所の撤去を目指し、下
り線高架の構築を行った。その結果、平成23
年4月には踏切撤去の見通しがつくなど、成果
があった。
②連続立体交差事業は、一挙に多数の踏切
を撤去することができ、効率性が高い。
③連続立体交差事業は、踏切問題の抜本的
対策として必要な事業である。
④東京都（都市計画事業施行者）、西武鉄道
株式会社（鉄道事業者）と協力して事業を進め
ている。踏切撤去に伴う事業効果をPRすると
ともに、平成23年度からは石神井公園駅～大
泉学園駅間の高架化工事着手に向けた準備
に入る予定であり、事業は順調に進んでい
る。

④大江戸線の導入空間となる補助230号線
（笹目通りから土支田通り区間）については、
順調に整備が進んでいる。残る補助230号線
（外環道から大泉学園通り区間）の事業認可
により、延伸に向けた環境が整いつつある。

計
画
課

Ｂ

経
費

Ａ

経
費

2 ＡＢ

交通施設整
備計画推進
事務（西武
池袋線立体
交差）

道路と鉄道との連続立
体交差化をおこなうこと
により踏切を除却し、交
通渋滞を解消するととも
に踏切事故をなくし、分
断されていた市街地の
一体化を図るため。

・練馬高野台駅～石神井
公園駅間の高架化完了
に引き続き、石神井公園
駅～大泉学園駅間の高
架化工事着手に向けた
事業PRや丁寧な対応に
努める。

ＡＡ Ａ Ａ Ａ
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〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

担
当
課

事務事業の目的 成果指標   ・　経費　 単位

事
業
区
分

事
業
の
方
向
性

協
　
働

実
施
体
制

施策名： 公共交通を充実する

選
定
区
分

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表

事務
事業
番号

事務事業名

【 施策番号：

評　価
前
年
度
改
善
案
の

達
成
状
況

成果
指標

事業化推進に向け
た調査研究および
要請活動

駅
お
よ
び
駅
周
辺
地
域
の

利
用
者
実
態
調
査

交
通
結
節
機
能
の

方
針
案
の
策
定

公
共
施
設
の
詳
細
検
討

新
規
着
工
準
備

総経費 千円 11,665 7,822 8,500 ―

（上記のうち、人件費） 千円 4,000 4,000 4,000 ―

①東京都をはじめとした関係機関と勉強会を
行うと同時に、駅周辺におけるまちづくりに関
する調査研究を進めることができた。
②交通安全上危険のある多数の踏切が一挙
に除去できるなど、効率性は高い。／　高架化
に伴い新たに生じる高架下空間を活用するこ
とができる。
③踏切による交通渋滞が解消する。　／　交
通事故がなくなり、道路と鉄道それぞれの安
全性が向上する。　／　鉄道により分断されて
いた市街地が一体化する。
④着工に向け、調査研究の実施・勉強会の開
催と着実に進んでいる。

Ａ ＡＡＢ

交通施設整
備計画推進
事務（西武
新宿線立体
化推進事
業）

西武新宿線（井荻～東
伏見間）を立体化するこ
とで、踏切による交通渋
滞を解消し、歩行者や車
両等の移動の安全およ
び円滑化等を図る

Ａ Ａ Ａ

前年度検討した交通結
節機能の方針に沿い、公
共施設の詳細検討を行
う。検討にあたっては、引
き続き、関係機関（東京
都・西武鉄道㈱・杉並区・
西東京市）と連携しなが
ら進めていく。

経
費

ＢＡ Ａ Ａ

交
通
企
画
課

3

成果
指標

中期活動方針（ｴｲ
ﾄﾗｲﾅｰ促進協議会
にて策定）に基づ
いた活動状況

需
要
予
測
・

費
用
便
益
分
析

事
業
採
算
性
・

事
業
主
体
検
討
他

事
業
計
画
の
検
討

事
業
計
画
原
案
の
作
成

総経費 千円 4,800 4,300 4,300 ―

（上記のうち、人件費） 千円 4,000 4,000 4,000 ―

ＢＡ

交
通
企
画
課

①ｴｲﾄﾗｲﾅｰ促進協議会で平成18年に策定し
た中期活動方針に基づき、調査研究や関係
機関への要請活動等を行っている。
②関係６区で経費を分割して負担し、促進協
議会として一体的に促進活動を進めている。
また、各区の分担金についても昨年度80万円
から30万円へ見直しを行った。
③南北方向（環状方向）の交通利便性の向上
や沿線各地区のまちづくりへの寄与などと
いった直接的効果に加え、高齢化社会におけ
るモビリティ確保や環境対策、　災害時におけ
る機能確保などの必要性がある。
④促進協議会での活動は、６区で連携かつ継
続的に進めている。

Ａ

促進協議会での検討内
容をより実現的なものと
するための調査・研究活
動を行う。活動にあたっ
ては、引き続き、6区で効
果的かつ効率的な活動
方法を話し合っていく。

経
費

Ａ Ａ ＡＡ4 ＡＢ

交通施設整
備計画推進
事務（エイト
ライナー整
備促進事
業）

南北方向（環状方向）の
交通利便性を高めるた
め

Ａ
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〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

担
当
課

事務事業の目的 成果指標   ・　経費　 単位

事
業
区
分

事
業
の
方
向
性

協
　
働

実
施
体
制

施策名： 公共交通を充実する

選
定
区
分

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表

事務
事業
番号

事務事業名

【 施策番号：

評　価
前
年
度
改
善
案
の

達
成
状
況

成果
指標

1便当たりのバス
利用者数

人 18 19 20 24

総経費 千円 144,243 139,808 170,356 ―

（上記のうち 人件費） 千円 6 000 6 000 4 000

Ａ
・氷川台ルート再編に向
けた地元合意形成およ
び再編運行の実施。

Ａ

交
通
企
画
課

経
費

Ｃ5 ＡＢ

交通施設整
備計画推進
事務（みど
りバス事
業）

Ａ Ａ Ａ

①1便あたりの利用者数が目標値の19人であ
り、目標を達成した。
②区民1人当たりの負担額が、前年に比べて
減少しており、効率性は高くなっている。
③みどりバスは民間路線バスを補完し、高齢
者・障害者などの交通弱者を中心とした区民
の生活行動力の向上や、公共公益施設への
交通の利便性を図ることを目的としており、民
間バス事業者との役割分担が出来ている。ま
た、平成20年度には、鉄道や路線バスなど公
共交通が不足している地域を改善するため、
「公共交通空白地域改善計画」を策定し、これ
に取り組むこととしている。
④民間バス事業者との役割分担を踏まえたう
えで、公共交通が不足している地域の改善を
図っており、事業は良好に進んでいる。

Ａ Ａ

区内の公共公益施設の
利用促進と、それら施設
の利用者の利便性向上
を図るとともに、交通不
便地域を解消するため

（上記のうち、人件費） 千円 6,000 6,000 4,000 ―

成果
指標

公共交通空白地
域の改善に向けた
検討

地
域
公
共
交
通
会
議
開
催

、
南

大
泉
地
元
検
討
会
開
催
他

地
域
公
共
交
通
会
議
開
催

、
武

蔵
関
駅
周
辺
地
元
検
討
会
開
催

他

南
大
泉
地
域
新
規
コ
ミ
バ
ス
導

入
等
の
検
討
他

総経費 千円 10,282 12,057 16,292 ―

（上記のうち、人件費） 千円 3,600 5,600 8,400 ―

①平成22年度は、区内公共交通空白地域を
改善するため、みどりバスの新規導入・再編
に向けた練馬区地域公共交通会議・武蔵関
駅周辺みどりバス検討会・練馬区バス事業者
懇談会を実施している。
②事業の性質上、専門的な助言が必要である
ため、一部業務を業者委託することにより、効
率性を高めている。
③平成20年度に策定した「公共交通空白地域
改善計画」に基づき、民間バス路線を補完す
るバス路線としてコミュニティバスの新規導入
や路線再編を検討することとしており、本事業
の必要性は高い。
④関係機関との協議や地元調整など課題は
多いものの、公共交通空白地域の改善に向
けた取り組みは、着実に進捗している。

交
通
企
画
課

Ａ6 Ａ

交通施設整
備計画推進
事務（練馬
区地域公共
交通会議）

鉄道や路線バスなど公
共交通が不足している
地域を改善するため

費

Ｂ Ａ

経
費

Ａ ＡＡ Ａ

・南大泉地域への新規コ
ミュニティバス導入の取
組みを継続実施。
・氷川台ルート再編の取
組みを継続実施。
・乗合タクシーの実証実
験に向けた検討に着手。

Ｂ
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〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

成果
指標

一定規模以上の
開発事業の際に、
道路後退の協力
依頼した件数のう
ち整備された割合

％ 100 100 100 100

総経費 千円 800 800 800 ―

（上記のうち、人件費） 千円 800 800 800 ―

外
環庁

外
環考

外
環

都

施策名： 道路交通ネットワークを整備する

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号：

評　価
前
年
度
改
善
案
の

達
成
状
況

事
業
の
方
向
性

協
　
働

成果指標   ・　経費　 単位

事
業
区
分

実
施
体
制

担
当
課

1 Ａ
主要生活道
路の整備

生活幹線道路を補完し、
地域内交通を処理する
とともに、日常消防活動
の向上をはかるための
道路として位置づけ、歩
行者の安全確保や防災
上の効果に配慮した道
路づくりを推進するため

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ

都
市
計
画
課

経
費

Ａ

①一定規模以上の開発事業を伴うものについ
ては、着実に成果を上げている。
②民間で行われる開発事業は景気の動向に
密接な関係があることから年度により件数が
変化するが、まちづくり条例の運用により一定
規模以上の開発事業に伴い事業者による整
備が行われることから、効率性が高い。
③開発事業を契機として都市基盤の整備を図
ることが可能であることから、必要性は高い。
④まちづくり条例に位置づけることで、道路と
いうまちづくりの基盤整備が進捗し、実績が上
がっている。

Ａ

①まちづくり条例におい
て主要生活道路を計画
基準として位置づけてい
るので、当
該条例で対象となる開発
事業において引き続き道
路幅員の実現を図る。
②今後策定する地区計
画や各種事業により主要
生活道路の整備を図る。

・東京外かく環状道路
（関越道 東名高速間）

①外環上部利用に関する考え方については、
都による外環の２（地上部街路）のあり方（複
数案）の提示を早期に行うべく、区としても都

成果
指標

外環本線事業の
推進に向けた関係
機関、地元住民と
の調整外環上部
利用に関する考え
方の取りまとめ

事
業
量

上
部
利
用
計
画

（
案

）

内
検
討
委
員
会
実
施

環
上
部
利
用
に
関
す
る

考
え
方

（
た
た
き

）

環
上
部
利
用
に
関
す
る

考
え
方

（
案

）

市
計
画
変
更
の
意
見

総経費 千円 16,000 20,470 26,082 ―

（上記のうち、人件費） 千円 16,000 16,000 16,000 ―

Ａ Ｂ Ａ Ａ

（関越道～東名高速間）
については、事業の進捗
に伴う「対応の方
　針」の確実な履行や適
切な情報を国等に求め
ていく。
・外環の２（地上部街路）
については、区の考え方
（案）の取りまとめや区民
の意見を把
　握したうえで、考え方が
充分反映されるように、
都に働きかけていく。

Ｂ

交
通
企
画
課

Ａ Ａ

数案）の提示を早期 行う く、区 しても都
の進捗を見極めながらより良い形でまちづくり
を行なうための取り組みを進めている。
②指数としての評価にはなじまないが、適切
な対応が取れる体制である。
③東京外かく環状道路（関越道～東名高速
間）および外環の2（地上部街路）は、区の交
通問題の抜本的な解決のためにも必要不可
欠な事業であることなどから、国や都に早期
完成や着手を要望している。
④国の事業スケジュールや都による外環の２
（地上部街路）のあり方（複数案）の公表など、
国や都の取り組みを支援する立場ではある
が、各種要望や意見具申を通じて、国による
用地費等の予算化や都主催の話し合いの会
の開催など事業が着実に進捗している。

Ａ

経
費

2 ＡＢ

交通施設整
備計画推進
事務（外かく
環状道路整
備関連事
業）

東京外かく環状道路（関
越道～東名高速間）お
よび外環の2（地上部街
路）の整備を促進するた
め
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〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

施策名： 道路交通ネットワークを整備する

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号：

評　価
前
年
度
改
善
案
の

達
成
状
況

事
業
の
方
向
性

協
　
働

成果指標   ・　経費　 単位

事
業
区
分

実
施
体
制

担
当
課

成果
指標

申請件数に対する
区道の認定および
区域変更の割合

％ 100 100 100

総経費 千円 225,676 146,791 178,691 ―

（上記のうち、人件費） 千円 84,000 63,200 67,200 ―

3 ＡＢ
公道化促進
事務

私道の公道化と既存道
路の拡幅を促進し、生活
環境の整備を図るため

経
費

公道化事業を継続し、地
域に密着した道路の管
理・整備の向上に努め
る。

ＢＡ Ｂ Ａ Ａ
管
理
課

Ａ Ａ

①公道化で区が管理する道路が増えることに
より、区民が安心して通行できる道路が確保
されることは好ましい。
②公道化事業は、地元の合意形成や測量、
図面作成手続きと長期間を要するものである
が、効率的な作業をすすめている。
③公道化事業は、区民の要望も多く寄せられ
ており、区民生活に密着した道路の管理を行
うために必要性が高いものである。
④区民要望の高い事業であり、効率的に作業
をすすめることにより着実な公道面積の増加
がみられる。良好に進んでいるといえる。

Ａ

成果
指標 取得した道路用地 ㎡ 2,873 985 388

総経費 千円 4,002,367 1,215,846 879,408 ―

（上記のうち、人件費） 千円 32,000 32,000 32,000 ―

Ａ

①各路線とも目標以上の実績を達成してい
る。（買収が確実な案件のみ当初予算に計上
している。）
②国庫補助金を活用し、効率的に事業を進め
ている。
③都市計画道路は、道路ネットワークの骨格
を形成し円滑な交通を確保するのみではなく、
地域の活性化に寄与し、防災面の充実を含
め、練馬区全体のまちづくりに不可欠である。
④国、都からの交付金等を積極的に活用し、
都市計画道路の整備を進め区民のための道
路づくりが行われている。

ＡＡ Ｂ Ａ Ａ Ａ

経
費

4 ＡＢ

都市計画道
路の整備
（事業の実
施）

交通機能を十分に確保
しながら歩行者の安全
を図り、併せて良好な住
環境の形成をめざした
街路整備を行うため

各路線の特徴に応じ、路
線全体の委託か集合住
宅等のスポット委託かを
振り分け、職員の人員配
置を決定していく。

Ｂ

特
定
道
路
課
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〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

施策名： 道路交通ネットワークを整備する

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号：

評　価
前
年
度
改
善
案
の

達
成
状
況

事
業
の
方
向
性

協
　
働

成果指標   ・　経費　 単位

事
業
区
分

実
施
体
制

担
当
課

成果
指標 取得した道路用地 ㎡ 1,824 2,360 289

総経費 千円 2,192,570 2,207,308 577,476 ―

（上記のうち、人件費） 千円 32,000 32,000 32,000 ―

5 ＡＢ

生活幹線道
路の整備
（事業の実
施）

都市計画道路等の幹線
道路を補完し、地区内か
ら発生した交通を集め、
幹線道路に導く主要な
路線として位置づけ、歩
行者の安全確保や防災
上の効果に配慮した道
路づくりを推進するため

Ａ

経
費

Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ

①各路線とも目標以上の実績を達成してい
る。（買収が確実な案件のみ当初予算に計上
している。）
②国からの交付金を活用し、効率的に事業を
進めている。
③道路整備により、歩行者の安全を確保する
ため、および車両交通の円滑な進行を確保す
るために必要な事業である。
④国からの交付金を活用しつつ、地権者折衝
への積極的な取り組みにより効率的かつ計画
的に事業を進めている。

Ａ

各路線の特徴に応じ、路
線全体の委託か集合住
宅等のスポット委託かを
振り分け、職員の人員配
置を決定していく。

Ｂ

特
定
道
路
課
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〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

成果
指標

一般事務が複数
あり、統一的な指
標は作れないた
め、成果指標は設
定しない

日

総経費 千円 223,225 193,182 194,380 ―

（上記のうち、人件費） 千円 192,000 156,800 156,000 ―

年度より目標数 計

管
理
課

経
費

Ａ

①道路管理者として、道路法等に基づき適切
かつ効率的な管理を行っている。
②土木一般事務は、道路法など各種法令に
基づく事務であるとともに、道路機能を確保す
るために必要不可欠な事務である。
③道路工事調整協議会を定期的に開催し、道
路管理者外が施工する公共工事や各占用企
業者が行う工事を相互に調整することにより、
工事期間を短縮し、効率化を図っているととも
に、無計画な掘り返しによる道路の損傷を防
ぎ、安全かつ円滑な交通を確保し地元住民へ
の影響を 小限に抑えている。
④掘削、通行許可、占用等に関する申請につ
いては、申請後迅速な対応で処理を行ってい
る。

法令に基づいた必要不
可欠な事務のため、今後
も継続していく。

Ｂ

①22年度の補修工事は耐震化についても

Ａ Ａ

担
当
課

1 Ａ
土木一般事
務

区民生活の重要、不可
欠な基盤である区道等
を安全、確実に管理する
ため

Ａ Ｂ Ａ Ａ

事務事業名 事務事業の目的

事
業
の
方
向
性

協
　
働

事
業
区
分

実
施
体
制

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号： 施策名： 快適な道路環境を整備する

事務
事業
番号

選
定
区
分

評　価
前
年
度
改
善
案
の

達
成
状
況

成果指標   ・　経費　 単位

成果
指標

22年度より目標数
値については、点
検橋梁数と補修橋
梁数とする。

橋 (補修）　１ （補修）３(点検）51 (点検）71 (補修）未定

総経費 千円 57,953 51,073 59,950 ―

（上記のうち、人件費） 千円 4,000 4,000 4,000 ―

成果
指標

歩行者歩道横断
部改良計画に基づ
く整備割合

箇所 21 44 20 20

総経費 千円 165,042 125,492 275,190 ―

（上記のうち、人件費） 千円 12,000 12,000 12,000 ―

経
費

Ａ

福祉のまちづくりモニ
ターからの意見と共に区
職員による点検を実施
し、より多くの箇所の改
良を実施する

3 ＡＢ

交通安全施
設整備事務
（歩行者横
断部・交差
点等局所改
修）

安全で快適な歩行者空
間を確保するとともに魅
力あるまち並みを形成
するため

計
画
課

、
道
路
公
園
課

Ａ Ａ Ａ

①歩道改良は平成22年度の目標20箇所
以上を達成している
②福祉のまちづくりモニターの要望に対し
て適切に対応しており効率性は高い
③歩道改良は、高齢者・障害者の自立し
た日常生活および社会生活を確保する事
の重要性から、バリアフリー新法が制定さ
れ利便性と安全性の向上は急務である
④成果・効率性・必要性のいずれの点か
ら見ても良好である

計
画
課

Ａ Ａ

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

経
費

Ａ

調査を行い、対策を講じている。
②必要に応じて修繕を行っているが、さら
なる効率性の向上のため長寿命化計画を
策定していく。
③適切な修繕を行うことにより、区民が安
心して使える状態にする不可欠な事業で
ある。
④計画的な維持管理をするために新たに
修繕計画を策定していきます。

Ａ

Ｂ

2 Ａ
橋梁維持事
務

橋梁の点検業務・維持
補修を行い、区民等が
安全かつ快適に橋梁を
利用できるようにするた
め

国や都の方針による、橋
梁長期寿命化修繕計画
を策定するため、点検業
務(７４橋）を実施し、修繕
計画を策定していく

ＢＡ
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〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

担
当
課

事務事業名 事務事業の目的

事
業
の
方
向
性

協
　
働

事
業
区
分

実
施
体
制

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号： 施策名： 快適な道路環境を整備する

事務
事業
番号

選
定
区
分

評　価
前
年
度
改
善
案
の

達
成
状
況

成果指標   ・　経費　 単位

成果
指標

区内の交通事故
件数

件 2,394 2,243 2,243 2,243

総経費 千円 62,806 55,034 44,639 ―

（上記のうち、人件費） 千円 24,880 16,880 16,880 ―

成果
指標 保険料収入 千円 28,842 29,620 29,620 29,620

交
通
安
全
課

交

①わずかではあるが、加入者数は前年度を上
回った。
②幹事保険会社からの事務手数料が区の収
入としてあるが、毎年諸経費の5割以上にあた
る額に相当するため、加入者１人当たりの経

Ａ ＢＡ Ａ4 ＡＣ Ａ Ａ Ａ

自転車安全教室（スケ
アードストレイト方式）の
全中学校３４校での実施
を目標に事業に取り組
む。（２３年度は残り１６
校実施で達成）また、一
般向けのスケーアードス
トレト方式の自転車安全
教室も３回実施する。

①交通安全啓発事業の参加者は増加し
ている。
②交通安全対策や普及・啓発事業を低コ
ストで効率的に運営している。
③交通安全教育や交通安全意識の普及・
啓発の必要性は高い。
④平成１３年の交通事故件数４，０３８件
から、９年連続で事故件数は減少してい
る。（平成２２年は、１３年比較４３％減）

Ａ

交通安全啓
発関係事務
（通学路点
検等各種事
業の実施）

交通安全意識の普及・
啓発を図るため

経
費

指標

総経費 千円 5,296 5,150 5,002 ―

（上記のうち、人件費） 千円 4,720 4,720 4,720 ―

Ａ
経費を精査することによ
り、加入者１人あたりのコ
ストを削減する。

Ｂ

交
通
安
全
課

経
費

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

る額に相当するため、加入者１人当たりの経
費はコスト指標よりもさらに削減できている。
③区民が手軽に任意加入できる保険で、か
つ、民間保険会社では少ない自転車賠償保
険を備えている区民交通障害保険の必要性
は高い。
④少ない経費、安価な保険料で多くの区民に
交通事故の被害補償ができる本制度は良好
に進んでいる。

Ａ5 Ａ
交通安全啓
発関係事務
（傷害保険）

交通事故被害を受けた
区民の救済のため
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〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

担
当
課

事務事業名 事務事業の目的

事
業
の
方
向
性

協
　
働

事
業
区
分

実
施
体
制

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号： 施策名： 快適な道路環境を整備する

事務
事業
番号

選
定
区
分

評　価
前
年
度
改
善
案
の

達
成
状
況

成果指標   ・　経費　 単位

成果
指標 駐輪場利用台数 台 37,693 36,116 36,925 39,447

①成果指標である駐車場利用台数の達成率
は95％だったが、各駅の放置状況に応じて誘
導員を配置する等、利用促進を図っている。
また、自転車駐車場の整備台数については、
計画どおり２駅、680台を整備した。
②コスト指標は前年を大きく下回り、事務の効
率化が図られた。さらに、自転車駐車場の管
理は、指定管理者制度を導入し、利用料金制
として収益の一部を区へ納付させている。
③環境にやさしく利便性の高い交通手段とし
て、今後も自転車利用者数の増加が予想され
るため、自転車駐車場の整備や放置自転車
を原因とする事故防止や通行障害の除去の
ため必要不可欠な事業である。また、レンタサ
イクルは、サイクルシェアリングにより自転車
の乗入れ台数の削減策として有効である。
④放置自転車の撤去および誘導員の配置に

Ａ

交
通
安
全
課

①買物客を中心とした午
後の放置自転車対策を
商店会等と協議し、実施
に向けて検討する。
②自転車駐車場の建設
に補助金等の導入をは
かり区負担の軽減を図
る。
③買い物等の短い時間
や休日でも利用しやすい
施設の設置や運営を引

ＡＢ6 ＡＢ Ａ

自転車対策
事務（自転
車駐車場の
整備および
維持・管
理、放置自
転車対策）

自転車利用者の利便性
の向上を図るとともに、
駅周辺の道路等の通行
障害となる放置自転車
を撤去し、歩行者・自転
車・自動車の安全で円
滑な通行と良好な都市
環境の確保を図るため

Ｂ Ａ Ａ Ａ

総経費 千円 1,988,067 1,056,239 1,087,393

（上記のうち、人件費） 千円 48,000 48,000 48,000

成果
指標

公共駐車場の利
用料金収入

千円 504,995 502,281 489,200

総経費 千円 176,895 192,216 294,468 ―

（上記のうち、人件費） 千円 8,800 8,800 8,800 ―

Ａ

経
費

④放置自転車の撤去および誘導員の配置に
より、駅に乗り入れている自転車のうち自転車
駐車場に駐車する自転車は増加傾向であり、
事業成果が上がっている。駅に乗り入れてい
る自転車だけではなく、区内全域における一
定規模以上の商業施設等の集客施設に対し
て、適正規模の自転車駐車場を確保させるこ
とが必要である。

Ａ

①景気低迷による影響を受け、利用料金収入
は減少傾向を示しているが、成果指標による
達成率は１００％を超えている。
②公共駐車場の管理運営は、指定管理者制
度による民間事業者のノウハウを活用し、そ
の管理運営経費は利用料金収入により賄わ
れている。
③交通が集中する駅前の公共駐車場を安定
的に維持することで、路上駐車を原因とする
渋滞や事故を減らし、道路交通の円滑化を図
る。
④成果、効率性、必要性の全てにおいて評価
が高い。指定管理者による管理運営は良好で
あり、利用料金収入の安定により区への収益
納付が確実に行われている。

経
費

Ｂ Ａ Ａ Ａ

・平成23年度は、現指定
管理者の指定期間 終
年度にあたるため、次期
指定管理者の適正な選
定に努める。

Ｂ

交
通
安
全
課

施設の設置や運営を引
き続き検討する。

Ａ7 Ａ

自動車駐車
場関係事務
（整備、維
持・管理）

路上駐車を原因とする
交通渋滞や事故など道
路機能の低下を解消す
るため
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〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

成果
指標

住宅使用料収納
率

％ 97.3 98.3 99.0 99.0

総経費 千円 518,840 215,602 234,954 ―

（上記のうち、人件費） 千円 24,000 24,000 24,000 ―

成果
指標

平均倍率の減少
（区営住宅）

倍 36 28 30 30

Ｂ

指定管理者における区

①公的住宅制度は多岐にわたるため、所
得等世帯や個人の状況により適応する住
宅が異なっており、適切な案内や相談が
必要である。
②都営・区営住宅の専門的知識を持った

住

住
宅
課

経
費

Ａ Ａ

①指定管理者制度を導入し、適切な維持
管理を行っている。
②指定管理者制度の導入に伴い、効率的
な管理運営を行っている。
③適正な住宅管理と入居者管理により、
良好な状態を保つため必要な事業であ
る。
④住宅使用料の収納率が上がっている。

ＡＡ

区営住宅事
務（公的住

住宅に困窮する区民等

担
当
課

事務事業の目的 成果指標   ・　経費　 単位

事
業
区
分

Ｂ
重篤な滞納者に対し、未
納の使用料の回収を進
める。

ＢＡ

事
業
の
方
向
性

協
　
働

施策名： 公共賃貸住宅を管理・運用する

1 Ａ

区営住宅事
務（区営住
宅管理事
務）

区営住宅を適正に維持
するため

選
定
区
分

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表

事務
事業
番号

事務事業名

【 施策番号：
前
年
度
改
善
案
の

達
成
状
況

評　価実
施
体
制

指標 （区営住宅）

総経費 千円 11,323 11,163 11,336 ―

（上記のうち、人件費） 千円 9,600 9,600 9,600 ―

ＢＡ
指定管理者における区
内業者活用に向け、検討
を進める。

②都営 区営住宅の専門的知識を持った
業者に、募集、相談業務の委託を行った
ため、窓口での的確な案内ができるように
なった。
③業務の委託により、募集相談業務に関
する負担が軽減された。
④窓口における案内、相談業務はおおむ
ね良好に運営されている。

Ｂ
住
宅
課

Ａ Ａ ＡＡ
務（公的住
宅の募集お
よび相談事
務）

住宅に困窮する区民等
が、適切に公的住宅の
申込み手続きを行える
ようにするため

Ａ Ｂ

経
費

2
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〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

成果
指標

マンションセミナー
および相談会参加
者数

人 130 105 140

総経費 千円 2,656 2,412 2,787 ―

Ａ Ａ
住
宅
課

経

Ａ

①セミナーおよび相談会は参加者数などの実
績は、目標数に達しなかったが、東日本大震
災の影響により、今後事業の必要性が高くな
ると考えられる。
②マンション管理士会等の協力により、安い
経費で事業が行えている。
③マンションは小さなコミュニティーであり、マ
ンションが適正に管理・運営されるかどうか
は、地域の安全・安心に大きな影響がある。マ
ンション管理組合に対して、適切な情報影響と
支援を行うことは行政の重要な責務である。
④マンション管理士等の専門家の協力を得な
がら、セミナーや相談事業を展開し、多くの区
民の参加を得ている。今後はさらに参加者の
拡大や情報提供の充実を図るとともに、建替
え問題や耐震対策など関しても対応できる体

Ａ Ａ Ｂ
マンション実態調査を実
施し、今後の施策の見直
しの資料とする。

事
業
区
分

実
施
体
制

担
当
課

Ａ Ａ Ｂ

事
業
の
方
向
性

協
　
働

1 Ａ

住宅課一般
事務（分譲
マンション
の適正な維
持管理の支
援・誘導）

分譲マンション管理組合
や区分所有者に対して、
必要な情報の提供とアド
バイスを行い、自主的な
問題解決を促進し、マン
ションの適正な管理の
誘導を図るため

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号： 施策名： 良質な住まいづくりを支援する

事務
事業
番号

選
定
区
分

評　価
前
年
度
改
善
案
の

達
成
状
況

成果指標   ・　経費　 単位事務事業名 事務事業の目的

総経費 , , ,

（上記のうち、人件費） 千円 2,400 2,400 2,400 ―

成果
指標

本事務は建替え需
要に基づき協議を
実施するものであ
るため、実績のみ
記載した。

団
地

2 1

総経費 千円 400 800 800 ―

（上記のうち、人件費） 千円 400 800 800 ―

Ａ Ａ Ａ Ａ ＡＡ
住
宅
課

①引き続き関係部課と協
議・調整を進め、事業主
体に対して、周辺住環境
等に配慮するよう要請す
る。

Ｂ

①建替協議においては、区の意見が概ね反
映されている。
②指数としての効率性は測れないが、適切な
対応が取れている。
③法令等に基づく協議であると同時にねりま
のまちづくりや良好な住宅ストック形成のため
に不可欠な事業である。
④住宅団地の建替を通じて、住環境や福祉な
どを含めた良好なまちづくりを進めている。今
後も関係部課や地元住民との協議・調整を積
極的に進める必要がある。

Ｂ2 Ａ

住宅課一般
事務（公的
住宅の建替
え協議）

公的住宅の建替えに併
せて、道路、公園等の一
体的整備による居住環
境の調和を推進し、居住
水準の向上を図るた
め。

経
費

経
費

制づくりを進めていく必要がある。
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〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

事
業
区
分

実
施
体
制

担
当
課

事
業
の
方
向
性

協
　
働

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号： 施策名： 良質な住まいづくりを支援する

事務
事業
番号

選
定
区
分

評　価
前
年
度
改
善
案
の

達
成
状
況

成果指標   ・　経費　 単位事務事業名 事務事業の目的

成果
指標

長期優良住宅認
定件数

件 230 406 500 500

Ａ Ｂ
建
築
課

Ａ Ａ Ａ

①平成21年度に開始した長期優良住宅の認
定制度により、優良な住宅に関する関心が高
まっており、実績数は急増している。また、各
種申請に基づき認定通知、証明書等が適正、
迅速に交付・発行され、住宅取得者に対する
税の軽減措置および優良な住宅の普及促進
が図られている。
②長期優良住宅の申請等手引きの作成およ
び窓口における事前相談を行うことで、申請
者の利便を図った。また、建築確認申請受付
台帳記載事項証明書はパソコンのプリンター
で発行できるよう改善し、申請者の利便を図る
とともに、迅速な発行が可能となった。
③区民生活の基盤となる住宅が良質に建築さ
れ、長期にわたり良好に使用することで、住生
活の向上および環境負荷の低減を図ることが
できる 長期優良住宅および 定要件の自己

Ａ Ａ

長期優良住宅の認定申
請等の手続きを一層適
正および迅速に行い、長
期にわたる優良な住宅
の普及促進に取り組む。

Ａ3 Ａ
建築指導事
務（優良住
宅）

住宅政策上の視点か
ら、税の軽減制度によ
り、長期にわたり良好な
状態で使用する措置が
講じられた住宅の普及
や一定の基準を満す優
良な住宅の供給を促進
するため

総経費 千円 32,000 32,000 32,000 ―

（上記のうち、人件費） 千円 32,000 32,000 32,000 ―

経
費

できる。長期優良住宅および一定要件の自己
用住宅を取得した方が増えており、引き続き、
個人の税負担の軽減を通じて、良質な住宅の
供給を促進することが必要である。また、記載
事項証明では、建築物の確認済証および検
査済証の紛失や住宅の売買などのため、証
明書代わりに取得する方が増えている。
④各事業は良好に進んでいる。

す
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〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

成果
指標

高齢者優良居室
提供事業の入居
対象者に対し、紹
介した居室の入居
割合

％ 100 100 100

総経費 千円 47,955 47,119 53,730 ―

（上記のうち、人件費） 千円 8,000 6,000 8,000 ―

Ａ

①成果指標である入居率は高水準となってい
る

Ａ

高
齢
社
会
対
策
課

、
総
合
福
祉
事
務
所

経
費

Ａ Ａ

①平成2２年度から新規の居室登録はなくなっ
たが、空き居室については速やかに次の入居
者が決定し、成果を挙げている。
②区営の住宅の整備と比較した場合、居室家
賃補助型の事業は低コストである。
③公募時の空き部屋が少ないなか１００名以
上の申し込みがあり、ニーズは高いと考える。
また、窓口や電話での問い合わせや相談が
多く寄せられている。
④応募倍率は非常に高く、当事業が高齢者の
居室確保策として有効な施策のひとつである
と判断できる。

ＡＡ

担
当
課

事務事業の目的 成果指標   ・　経費　 単位

事
業
区
分

Ａ

入居期間が１０年を迎え
る世帯へ、契約期限後の
対応についてきめ細かな
情報提供を行う。

ＢＡ

事
業
の
方
向
性

協
　
働

施策名： だれもが安心して暮らせる住まいづくりを促進する

1 Ａ

高齢者住宅
対策事務
（優良居室
提供・居住
支援）

・住み慣れた地域で住
み続けられるように、一
定の基準に達した居室
を登録し、高齢者に居室
を提供するため
・保証人が見つからない
ため民間賃貸住宅に入
居が困難な方に対し、民
間保証会社による保証
を受けることができるよ
うにするため

選
定
区
分

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表

事務
事業
番号

事務事業名

【 施策番号：
前
年
度
改
善
案
の

達
成
状
況

評　価実
施
体
制

成果
指標 入居率 ％ 98.5 97.9 98.0 98.0

総経費 千円 185,032 210,653 212,433 ―

（上記のうち、人件費） 千円 12,000 12,000 12,000 ―

ＢＡ

第三次住宅マスタープラ
ンで「高齢期の住まいの
あり方研究」において事
業のあり方を検討する。

る。
②修繕や維持管理は、オーナーと区との契約
上の負担区分に基づき、効率よく住宅の維持
管理業務が行われている。
③住宅に困窮している高齢者が多いため、毎
年応募倍率が高いことから必要性は高い。
④区内の高齢者に毎年10戸程度、入居募集
を行っている。

Ｂ
住
宅
課

Ａ Ａ ＡＡ
高齢者集合
住宅管理事
務

住宅に困窮する低額所
得の高齢者世帯に住宅
を提供するため

Ａ Ａ

経
費

2
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